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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シリコンウエハの研磨に用いられる研磨用組成物であって、
　砥粒と水溶性ポリマーと水とを含み、
　前記砥粒としてシリカ粒子を含み、
　前記水溶性ポリマーとして、以下の吸着比測定：
　（１）測定対象ポリマー０．０１８質量％およびアンモニア０．０１質量％を含み、残
部が水からなる試験液Ｌ０を用意する；
　（２）前記砥粒を０．１８質量％、前記測定対象ポリマーを０．０１８質量％およびア
ンモニアを０．０１質量％の濃度で含み、残部が水からなる試験液Ｌ１を用意する；
　（３）前記試験液Ｌ１に対して遠心分離処理を行って前記砥粒を沈降させる；
　（４）前記試験液Ｌ０に含まれる前記測定対象ポリマーの質量Ｗ０と、前記試験液Ｌ１
の前記遠心分離処理後の上澄み液に含まれる前記測定対象ポリマーの質量Ｗ１とから、次
式：
　　　吸着比（％）＝［（Ｗ０－Ｗ１）／Ｗ０］×１００；
　により前記測定対象ポリマーの吸着比を算出する；
　に基づく吸着比が５％未満であるポリマーＡと、
　前記吸着比測定に基づく吸着比が５％以上９５％未満であるポリマーＢとを含み、
　ここで、前記ポリマーＢは、窒素原子を含有するノニオン性ポリマーであって、かつヒ
ドロキシエチルセルロース以外のポリマーから選択され、
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　前記ポリマーＡは、分子中に水酸基を有するポリマーおよび分子中にポリオキシアルキ
レン構造を有するポリマーから選択される、研磨用組成物。
【請求項２】
　前記ポリマーＢは、数平均分子量（Ｍｎ）に対する重量平均分子量（Ｍｗ）の比（Ｍｗ
／Ｍｎ）が５．０以下である、請求項１に記載の研磨用組成物。
【請求項３】
　前記ポリマーＢの重量平均分子量（Ｍｗ）は１×１０４以上２５×１０４未満である、
請求項１または２に記載の研磨用組成物。
【請求項４】
　前記ポリマーＢは、アミド結合を有するペンダント基を含む、請求項１から３のいずれ
か一項に記載の研磨用組成物。
【請求項５】
　前記ポリマーＡは、前記分子中に水酸基を有するポリマーから選択される、請求項１か
ら４のいずれか一項に記載の研磨用組成物。
【請求項６】
　前記ポリマーＡは、ビニルアルコール系ポリマーから選択される、請求項１から５のい
ずれか一項に記載の研磨用組成物。
【請求項７】
　前記ポリマーＡはポリビニルアルコールである、請求項１から６のいずれか一項に記載
の研磨用組成物。
【請求項８】
　さらに塩基性化合物を含む、請求項１から６のいずれか一項に記載の研磨用組成物。
【請求項９】
　請求項１から８のいずれか一項に記載の研磨用組成物を含む研磨液を用意すること；
　前記研磨液を研磨対象物としてのシリコンウエハに供給すること；および、
　前記研磨対象物の表面を前記研磨液で研磨すること；
を包含する、シリコンウエハ製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、研磨対象物の研磨に用いられる研磨用組成物に関する。詳しくは、主にシリ
コンウエハ等の半導体基板その他の基板の研磨に用いられる研磨用組成物に関する。
　本出願は、２０１３年２月２１日に出願された日本国特許出願２０１３－０３２４６４
に基づく優先権を主張しており、その出願の全内容は本明細書中に参照として組み入れら
れている。
【背景技術】
【０００２】
　半導体装置の構成要素等として用いられるシリコンウエハの表面は、一般に、ラッピン
グ工程（粗研磨工程）とポリシング工程（精密研磨工程）とを経て高品位の鏡面に仕上げ
られる。上記ポリシング工程は、典型的には、１次ポリシング工程（１次研磨工程）とフ
ァイナルポリシング工程（最終研磨工程）とを含む。シリコンウエハ等の半導体基板を研
磨する用途で主に使用される研磨用組成物に関する技術文献として、特許文献１～４が挙
げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１２／０４３４１８号
【特許文献２】日本国特許出願公開２００４－１２８０８９号公報
【特許文献３】日本国特許出願公開昭４９－７６４７０号公報
【特許文献４】日本国特許出願公開平８－１１３７７２号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　シリコンウエハ等の半導体基板その他の基板を研磨するための研磨用組成物（特に精密
研磨用の研磨用組成物）には、研磨後においてヘイズが低くかつ微小パーティクル（Ligh
t Point Defect；ＬＰＤ）数の少ない表面を実現し得る性能が求められる。かかる用途向
けの研磨用組成物には、水および砥粒のほかに、研磨対象物表面の保護や濡れ性向上等の
目的で水溶性ポリマーを含有させたものが多い。なかでも汎用の水溶性ポリマーとしてヒ
ドロキシエチルセルロースが挙げられる。
【０００５】
　しかし、ヒドロキシエチルセルロース（ＨＥＣ）は天然物（セルロース）に由来するポ
リマーであるため、人工的にモノマーを重合させて得られるポリマー（以下、合成ポリマ
ーともいう。）に比べて化学構造や純度の制御性に限界がある。例えば、合成ポリマーに
比べて構造制御が困難であることから、市場において容易に入手し得るＨＥＣの重量平均
分子量や分子量分布（数平均分子量（Ｍｎ）に対する重量平均分子量（Ｍｗ）の比）の範
囲は限られている。また、天然物を原料とするため、表面欠陥を生じる原因となり得る異
物やポリマー構造の局所的な乱れ（ミクロな凝集等）等を高度に低減することは困難であ
り、そのような異物等の量や程度もばらつきやすい。今後、研磨後の表面品位に対する要
求がますます厳しくなると見込まれるなか、ＨＥＣを必須成分としない組成においてＬＰ
Ｄ数やヘイズの低減効果に優れた研磨用組成物が提供されれば有益である。
【０００６】
　かかる事情に鑑み、本発明は、ＬＰＤ数やヘイズの低減効果に優れた研磨用組成物を提
供することを目的とする。関連する他の発明は、かかる研磨用組成物を用いて研磨物を製
造する方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この明細書により提供される研磨用組成物は、砥粒と水溶性ポリマーと水とを含む。そ
の研磨用組成物は、上記水溶性ポリマーとして、以下の吸着比測定に基づく吸着比が５％
未満であるポリマーＡと、該吸着比測定に基づく吸着比が５％以上９５％未満であるポリ
マーＢとを含む。ここで、上記ポリマーＢは、ヒドロキシエチルセルロース以外のポリマ
ーから選択される。
　　［吸着比測定］
　（１）測定対象ポリマー０．０１８質量％およびアンモニア０．０１質量％を含み、残
部が水からなる試験液Ｌ０を用意する。
　（２）上記砥粒を０．１８質量％、上記測定対象ポリマーを０．０１８質量％およびア
ンモニアを０．０１質量％の濃度で含み、残部が水からなる試験液Ｌ１を用意する。
　（３）上記試験液Ｌ１に対して遠心分離処理を行って上記砥粒を沈降させる。
　（４）上記試験液Ｌ０に含まれる上記測定対象ポリマーの質量Ｗ０と、上記試験液Ｌ１
に上記遠心分離処理を施した後の上澄み液に含まれる上記測定対象ポリマーの質量Ｗ１と
から、以下の式により上記測定対象ポリマーの吸着比を算出する。
　　　吸着比（％）＝［（Ｗ０－Ｗ１）／Ｗ０］×１００
【０００８】
　かかる研磨用組成物によると、砥粒に対してそれぞれ上記所定の吸着比を示すポリマー
ＡとポリマーＢとを組み合わせて用いることにより、研磨用組成物の性能（例えば、ＬＰ
Ｄ数の低減、ヘイズの低減等の性能）が効果的に改善され得る。
【０００９】
　上記ポリマーＢとしては、数平均分子量（Ｍｎ）に対する重量平均分子量（Ｍｗ）の比
（Ｍｗ／Ｍｎ；以下「分子量分布」ともいう。）が５．０以下であるものを好ましく採用
し得る。このように分子量分布の狭いポリマーＢを用いることにより、研磨用組成物にお
ける凝集物の発生防止、研磨後の表面における微小パーティクル（Light Point Defect；
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ＬＰＤ）数の低減等の効果が実現され得る。
【００１０】
　また、上記ポリマーＢとしては、Ｍｗが１×１０４以上２５×１０４未満のものを好ま
しく採用し得る。かかるＭｗを満たすポリマーＢは、該ポリマーＢを含む研磨用組成物の
濾過性や洗浄性（研磨後の表面からの除去性）等の観点から好ましい。
【００１１】
　上記ポリマーＢとしては、砥粒や研磨対象物に対して適度な吸着性を示し、かつ吸着性
が高すぎることに起因する凝集物の発生や洗浄性の低下を起こしにくい等の観点から、ノ
ニオン性のポリマーを好ましく採用し得る。
　また、上記ポリマーＢとしては、研磨性能改善の観点から、窒素原子を含むポリマー（
例えば、アミド結合を有するペンダント基を含むポリマー）を好ましく採用し得る。ここ
に開示される技術におけるポリマーＢの好適例として、窒素原子を含むノニオン性ポリマ
ーが挙げられる。
【００１２】
　上記ポリマーＡとして好ましく使用し得るポリマーの一例として、ポリビニルアルコー
ルが挙げられる。水溶性ポリマーとしてポリビニルアルコールと上記ポリマーＢとを組み
合わせて用いることにより、研磨用組成物の性能（例えば、ＬＰＤ数の低減、ヘイズの低
減等の性能）が効果的に改善され得る。
【００１３】
　ここに開示される研磨用組成物は、砥粒、水溶性ポリマーおよび水に加えて、さらに塩
基性化合物を含む態様で好ましく実施され得る。かかる態様の研磨用組成物によると、塩
基性化合物の作用によって研磨効率を向上させることができる。
【００１４】
　ここに開示される研磨用組成物は、シリコンウエハの研磨に好ましく用いることができ
る。上記ポリマーＡと上記ポリマーＢとを組み合わせて含む研磨用組成物によると、より
高品位のシリコンウエハ表面が実現され得る。
【００１５】
　この明細書によると、また、ここに開示されるいずれかの研磨用組成物を用いて研磨物
（例えばシリコンウエハ）を製造する方法が提供される。その方法は、研磨対象物に研磨
液（ここで「液」とは、スラリーを含む意味である。）を供給することを含む。また、上
記研磨対象物の表面を上記研磨液で研磨することを含む。かかる製造方法によると、高品
位の研磨物（例えば、ＬＰＤ数が少なくヘイズの低い研磨物）が製造され得る。
【００１６】
　ここに開示される技術は、シリコンウエハの研磨、例えばラッピングを経たシリコンウ
エハのポリシングに好ましく適用することができる。特に好ましい適用対象として、シリ
コンウエハのファイナルポリシングが例示される。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。なお、本明細書において特に言及している
事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、当該分野における従来技術に基づ
く当業者の設計事項として把握され得る。本発明は、本明細書に開示されている内容と当
該分野における技術常識とに基づいて実施することができる。また、本明細書において、
「重量」と「質量」、「重量％」と「質量％」および「重量部」と「質量部」は同義語と
して扱う。
【００１８】
　＜砥粒＞
　ここに開示される研磨用組成物に含まれる砥粒の材質や性状は特に制限されず、研磨用
組成物の使用目的や使用態様等に応じて適宜選択することができる。砥粒の例としては、
無機粒子、有機粒子、および有機無機複合粒子が挙げられる。無機粒子の具体例としては
、シリカ粒子、アルミナ粒子、酸化セリウム粒子、酸化クロム粒子、二酸化チタン粒子、
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酸化ジルコニウム粒子、酸化マグネシウム粒子、二酸化マンガン粒子、酸化亜鉛粒子、ベ
ンガラ粒子等の酸化物粒子；窒化ケイ素粒子、窒化ホウ素粒子等の窒化物粒子；炭化ケイ
素粒子、炭化ホウ素粒子等の炭化物粒子；ダイヤモンド粒子；炭酸カルシウムや炭酸バリ
ウム等の炭酸塩等が挙げられる。有機粒子の具体例としては、ポリメタクリル酸メチル（
ＰＭＭＡ）粒子やポリ（メタ）アクリル酸粒子（ここで（メタ）アクリル酸とは、アクリ
ル酸およびメタクリル酸を包括的に指す意味である。）、ポリアクリロニトリル粒子等が
挙げられる。このような砥粒は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用
いてもよい。
【００１９】
　上記砥粒としては、無機粒子が好ましく、なかでも金属または半金属の酸化物からなる
粒子が好ましい。ここに開示される技術において使用し得る砥粒の好適例としてシリカ粒
子が挙げられる。例えば、ここに開示される技術をシリコンウエハの研磨に使用され得る
研磨用組成物に適用する場合、砥粒としてシリカ粒子を用いることが特に好ましい。その
理由は、研磨対象物がシリコンウエハである場合、研磨対象物と同じ元素と酸素原子とか
らなるシリカ粒子を砥粒として使用すれば研磨後にシリコンとは異なる金属または半金属
の残留物が発生せず、シリコンウエハ表面の汚染や研磨対象物内部にシリコンとは異なる
金属または半金属が拡散することによるシリコンウエハとしての電気特性の劣化などの虞
がなくなるからである。かかる観点から好ましい研磨用組成物の一形態として、砥粒とし
てシリカ粒子のみを含有する研磨用組成物が例示される。また、シリカは高純度のものが
得られやすいという性質を有する。このことも砥粒としてシリカ粒子が好ましい理由とし
て挙げられる。シリカ粒子の具体例としては、コロイダルシリカ、フュームドシリカ、沈
降シリカ等が挙げられる。研磨対象物表面にスクラッチを生じにくく、よりヘイズの低い
表面を実現し得るという観点から、好ましいシリカ粒子としてコロイダルシリカおよびフ
ュームドシリカが挙げられる。なかでもコロイダルシリカが好ましい。例えば、シリコン
ウエハのポリシング（特に、ファイナルポリシング）に用いられる研磨用組成物の砥粒と
して、コロイダルシリカを好ましく採用し得る。
【００２０】
　シリカ粒子を構成するシリカの真比重は、１．５以上であることが好ましく、より好ま
しくは１．６以上、さらに好ましくは１．７以上である。シリカの真比重の増大によって
、研磨対象物（例えばシリコンウエハ）を研磨する際に、研磨速度（単位時間当たりに研
磨対象物の表面を除去する量）が向上し得る。研磨対象物の表面（研磨面）に生じるスク
ラッチを低減する観点からは、真比重が２．２以下のシリカ粒子が好ましい。シリカの真
比重としては、置換液としてエタノールを用いた液体置換法による測定値を採用し得る。
【００２１】
　ここに開示される技術において、研磨用組成物中に含まれる砥粒は、一次粒子の形態で
あってもよく、複数の一次粒子が凝集した二次粒子の形態であってもよい。また、一次粒
子の形態の砥粒と二次粒子の形態の砥粒とが混在していてもよい。好ましい一態様では、
少なくとも一部の砥粒が二次粒子の形態で研磨用組成物中に含まれている。
【００２２】
　砥粒の平均一次粒子径ＤＰ１は特に制限されないが、研磨効率等の観点から、好ましく
は５ｎｍ以上、より好ましくは１０ｎｍ以上である。より高い研磨効果（例えば、ヘイズ
の低減、欠陥の除去等の効果）を得る観点から、平均一次粒子径ＤＰ１は、１５ｎｍ以上
が好ましく、２０ｎｍ以上（例えば２０ｎｍ超）がより好ましい。また、より平滑性の高
い表面が得られやすいという観点から、砥粒の平均一次粒子径ＤＰ１は、好ましくは１０
０ｎｍ以下、より好ましくは５０ｎｍ以下、さらに好ましくは４０ｎｍ以下である。ここ
に開示される技術は、より高品位の表面（例えば、ＬＰＤやＰＩＤ（Polishing Induced 
Defect）等の欠陥が低減された表面）を得やすい等の観点から、平均一次粒子径ＤＰ１が
３５ｎｍ以下（より好ましくは３２ｎｍ以下、例えば３０ｎｍ未満）の砥粒を用いる態様
でも好ましく実施され得る。
【００２３】
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　なお、ここに開示される技術において、砥粒の平均一次粒子径ＤＰ１は、例えば、ＢＥ
Ｔ法により測定される比表面積Ｓ（ｍ２／ｇ）から平均一次粒子径ＤＰ１（ｎｍ）＝２７
２０／Ｓの式により算出することができる。砥粒の比表面積の測定は、例えば、マイクロ
メリテックス社製の表面積測定装置、商品名「Ｆｌｏｗ　Ｓｏｒｂ　ＩＩ　２３００」を
用いて行うことができる。
【００２４】
　砥粒の平均二次粒子径ＤＰ２は特に限定されないが、研磨速度等の観点から、好ましく
は１０ｎｍ以上、より好ましくは２０ｎｍ以上である。より高い研磨効果を得る観点から
、平均二次粒子径ＤＰ２は、３０ｎｍ以上であることが好ましく、３５ｎｍ以上であるこ
とがより好ましく、４０ｎｍ以上（例えば４０ｎｍ超）であることがさらに好ましい。ま
た、より平滑性の高い表面を得るという観点から、砥粒の平均二次粒子径ＤＰ２は、２０
０ｎｍ以下が適当であり、好ましくは１５０ｎｍ以下、より好ましくは１００ｎｍ以下で
ある。ここに開示される技術は、より高品位の表面（例えば、ＬＰＤやＰＩＤ等の欠陥が
低減された表面）を得やすい等の観点から、平均二次粒子径ＤＰ２が６０ｎｍ未満（より
好ましくは５５ｎｍ以下、例えば５０ｎｍ未満）の砥粒を用いる態様でも好ましく実施さ
れ得る。
　砥粒の平均二次粒子径ＤＰ２は、対象とする砥粒の水分散液を測定サンプルとして、例
えば、日機装株式会社製の型式「ＵＰＡ－ＵＴ１５１」を用いた動的光散乱法により測定
することができる。
【００２５】
　砥粒の平均二次粒子径ＤＰ２は、一般に砥粒の平均一次粒子径ＤＰ１と同等以上（ＤＰ

２／ＤＰ１≧１）であり、典型的にはＤＰ１よりも大きい（ＤＰ２／ＤＰ１＞１）。特に
限定するものではないが、研磨効果および研磨後の表面平滑性の観点から、砥粒のＤＰ２

／ＤＰ１は、通常は１．２～３の範囲にあることが適当であり、１．５～２．５の範囲が
好ましく、１．７～２．３（例えば１．９を超えて２．２以下）の範囲がより好ましい。
【００２６】
　砥粒の形状（外形）は、球形であってもよく、非球形であってもよい。非球形をなす砥
粒の具体例としては、ピーナッツ形状（すなわち、落花生の殻の形状）、繭型形状、金平
糖形状、ラグビーボール形状等が挙げられる。例えば、砥粒の多くがピーナッツ形状をし
た砥粒を好ましく採用し得る。
【００２７】
　特に限定するものではないが、砥粒の一次粒子の長径／短径比の平均値（平均アスペク
ト比）は、好ましくは１．０以上であり、より好ましくは１．０５以上、さらに好ましく
は１．１以上である。砥粒の平均アスペクト比の増大によって、より高い研磨速度が実現
され得る。また、砥粒の平均アスペクト比は、スクラッチ低減等の観点から、好ましくは
３．０以下であり、より好ましくは２．０以下、さらに好ましくは１．５以下である。
【００２８】
　上記砥粒の形状（外形）や平均アスペクト比は、例えば、電子顕微鏡観察により把握す
ることができる。平均アスペクト比を把握する具体的な手順としては、例えば、走査型電
子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて、独立した粒子の形状を認識できる所定個数（例えば２００
個）の砥粒粒子について、各々の粒子画像に外接する最小の長方形を描く。そして、各粒
子画像に対して描かれた長方形について、その長辺の長さ（長径の値）を短辺の長さ（短
径の値）で除した値を長径／短径比（アスペクト比）として算出する。上記所定個数の粒
子のアスペクト比を算術平均することにより、平均アスペクト比を求めることができる。
【００２９】
　＜水溶性ポリマー＞
　ここに開示される研磨用組成物は、水溶性ポリマーを含有する。水溶性ポリマーの種類
は特に制限されず、研磨用組成物の分野において公知の水溶性ポリマーのなかから適宜選
択することができる。
　上記水溶性ポリマーは、分子中に、カチオン性基、アニオン性基およびノニオン性基か
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ら選ばれる少なくとも１種の官能基を有するものであり得る。上記水溶性ポリマーは、例
えば、分子中に水酸基、カルボキシル基、アシルオキシ基、スルホ基、アミド構造、第四
級窒素構造、複素環構造、ビニル構造、ポリオキシアルキレン構造等を有するものであり
得る。
【００３０】
　ここに開示される研磨用組成物における水溶性ポリマーとして好ましく採用し得るポリ
マーとして、ポリビニルアルコールやその誘導体等のビニルアルコール系ポリマー、オキ
シアルキレン単位を含むポリマー、窒素原子を含有するポリマー等が例示される。
【００３１】
　ビニルアルコール系ポリマーは、典型的には、主たる繰返し単位としてビニルアルコー
ル単位（ＶＡ単位）を含むポリマー（ＰＶＡ）である。当該ポリマーにおいて、全繰返し
単位のモル数に占めるＶＡ単位のモル数の割合は、通常は５０％以上であり、好ましくは
６５％以上、より好ましくは７０％以上、例えば７５％以上である。全繰返し単位が実質
的にＶＡ単位から構成されていてもよい。このようなビニルアルコール系ポリマーにおい
て、ＶＡ単位以外の繰返し単位の種類は特に限定されず、例えば酢酸ビニル単位、プロピ
オン酸ビニル単位、ヘキサン酸ビニル単位等であり得る。
　水溶性ポリマーとしてビニルアルコール系ポリマー（ＰＶＡ）を用いる場合、そのけん
化度は、通常は５０モル％以上が適当であり、典型的には６５モル％以上、好ましくは７
５モル％以上、例えば８０モル％以上である。好ましい一態様において、ＰＶＡのけん化
度は、９０モル％以上であり得る。研磨用組成物の性能安定性の観点から、けん化度が９
５モル％以上（典型的には９５モル％超、例えば９８モル％超）のＰＶＡが特に好ましい
。なお、ＰＶＡのけん化度は、原理上、１００モル％以下である。
　なお、ＰＶＡとしては、金属イオンの含有量の少ないものを用いることが好ましい。金
属イオン含有量の少ないＰＶＡは、例えば、金属イオンの含有量の少ない原料を用いてＰ
ＶＡを製造する、製造後のＰＶＡをイオン交換処理する、等の方法により得ることができ
る。金属イオンのなかでも、アルカリ金属イオンの含有量の少ないＰＶＡが好ましい。ナ
トリウムイオンを実質的に含有しないＰＶＡが特に好ましい。このようなＰＶＡを用いる
ことは、研磨後の表面欠陥を低減する観点から有利である。例えば、後述する研磨液（ワ
ーキングスラリー）中のナトリウムイオン濃度が１０ｐｐｂ以下となる程度にナトリウム
イオンの含有量が抑えられたＰＶＡを好ましく使用し得る。
【００３２】
　オキシアルキレン単位を含むポリマーは、炭素原子数２～６のオキシアルキレン単位（
典型的には－ＣｎＨ２ｎＯ－で表される構造単位。ここでｎは２～６の整数である。）の
１種または２種以上を含むポリマーであり得る。上記オキシアルキレン単位の炭素原子数
が２～３であるポリマーが好ましい。そのようなポリマーの例として、ポリエチレンオキ
サイド（ＰＥＯ）、エチレンオキサイド（ＥＯ）とプロピレンオキサイド（ＰＯ）とのブ
ロック共重合体、ＥＯとＰＯとのランダム共重合体等が挙げられる。
　ＥＯとＰＯとのブロック共重合体は、ポリエチレンオキサイド（ＰＥＯ）ブロックとポ
リプロピレンオキサイド（ＰＰＯ）ブロックとを含むジブロック体、トリブロック体等で
あり得る。上記トリブロック体の例には、ＰＥＯ－ＰＰＯ－ＰＥＯ型トリブロック体およ
びＰＰＯ－ＰＥＯ－ＰＰＯ型トリブロック体が含まれる。通常は、ＰＥＯ－ＰＰＯ－ＰＥ
Ｏ型トリブロック体がより好ましい。
【００３３】
　ＰＥＯ－ＰＰＯ－ＰＥＯ型トリブロック体としては、下記一般式（１）で表されるポリ
マーを好ましく使用し得る。
　　　ＨＯ－（ＥＯ）ａ－（ＰＯ）ｂ－（ＥＯ）ｃ－Ｈ　・・・（１）
　一般式（１）中のＥＯはオキシエチレン単位（－ＣＨ２ＣＨ２Ｏ－）を示し、ＰＯはオ
キシプロピレン単位（－ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）Ｏ－）を示し、ａ、ｂおよびｃはそれぞれ
１以上（典型的には２以上）の整数を示す。
　一般式（１）において、ａとｃとの合計は、２～１０００の範囲であることが好ましく
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、より好ましくは５～５００の範囲であり、さらに好ましくは１０～２００の範囲である
。一般式（１）中のｂは、２～２００の範囲であることが好ましく、より好ましくは５～
１００の範囲であり、さらに好ましくは１０～５０の範囲である。
【００３４】
　ＥＯとＰＯとのブロック共重合体またはランダム共重合体において、該共重合体を構成
するＥＯとＰＯとのモル比（ＥＯ／ＰＯ）は、水への溶解性や洗浄性等の観点から、１よ
り大きいことが好ましく、２以上であることがより好ましく、３以上（例えば５以上）で
あることがさらに好ましい。
【００３５】
　窒素原子を含有するポリマーとしては、主鎖に窒素原子を含有するポリマーおよび側鎖
官能基（ペンダント基）に窒素原子を有するポリマーのいずれも使用可能である。
　主鎖に窒素原子を含有するポリマーの例としては、Ｎ－アシルアルキレンイミン型モノ
マーの単独重合体および共重合体が挙げられる。Ｎ－アシルアルキレンイミン型モノマー
の具体例としては、Ｎ－アセチルエチレンイミン、Ｎ－プロピオニルエチレンイミン、Ｎ
－カプロイルエチレンイミン、Ｎ－ベンゾイルエチレンイミン、Ｎ－アセチルプロピレン
イミン、Ｎ－ブチリルエチレンイミン等が挙げられる。Ｎ－アシルアルキレンイミン型モ
ノマーの単独重合体としては、ポリ（Ｎ－アセチルエチレンイミン）、ポリ（Ｎ－プロピ
オニルエチレンイミン）、ポリ（Ｎ－カプロイルエチレンイミン）、ポリ（Ｎ－ベンゾイ
ルエチレンイミン）、ポリ（Ｎ－アセチルプロピレンイミン）、ポリ（Ｎ－ブチリルエチ
レンイミン）等が挙げられる。Ｎ－アシルアルキレンイミン型モノマーの共重合体の例に
は、２種以上のＮ－アシルアルキレンイミン型モノマーの共重合体と、１種または２種以
上のＮ－アシルアルキレンイミン型モノマーと他のモノマーとの共重合体が含まれる。
　なお、本明細書中において共重合体とは、特記しない場合、ランダム共重合体、交互共
重合体、ブロック共重合体、グラフト共重合体等の各種の共重合体を包括的に指す意味で
ある。
【００３６】
　ペンダント基に窒素原子を有するポリマーとしては、例えばＮ－（メタ）アクリロイル
型のモノマー単位を含むポリマー、Ｎ－ビニル型のモノマー単位を含むポリマー等が挙げ
られる。ここで「（メタ）アクリロイル」とは、アクリルおよびメタクリルを包括的に指
す意味である。
【００３７】
　Ｎ－（メタ）アクリロイル型のモノマー単位を含むポリマーの例には、Ｎ－（メタ）ア
クリロイル型モノマーの単独重合体および共重合体（典型的には、Ｎ－（メタ）アクリロ
イル型モノマーの共重合割合が５０質量％を超える共重合体）が含まれる。Ｎ－（メタ）
アクリロイル型モノマーの例には、Ｎ－（メタ）アクリロイル基を有する鎖状アミドおよ
びＮ－（メタ）アクリロイル基を有する環状アミドが含まれる。
【００３８】
　Ｎ－（メタ）アクリロイル基を有する鎖状アミドの例としては、アクリルアミド；Ｎ－
メチルアクリルアミド、Ｎ－エチルアクリルアミド、Ｎ－プロピルアクリルアミド、Ｎ－
イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－イソブチルアクリルアミ
ド、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－ヘプチルアクリルアミド、Ｎ－オクチル
アクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ドデシルアクリルアミド
、Ｎ－オクタデシルアクリルアミド等のＮ－モノアルキルアクリルアミド；Ｎ－（２－ヒ
ドロキシエチル）アクリルアミド、Ｎ－（１，１－ジメチル－２－ヒドロキシエチル）ア
クリルアミド、Ｎ－（１－エチル－ヒドロキシエチル）アクリルアミド、Ｎ－（２－クロ
ロエチル）アクリルアミド、Ｎ－（２，２，２－トリクロロ－１－ヒドロキシエチル）ア
クリルアミド、Ｎ－（２－ジメチルアミノエチル）アクリルアミド、Ｎ－（３－ジメチル
アミノプロピル）アクリルアミド、Ｎ－［３－ビス（２－ヒドロキシエチル）アミノプロ
ピル］アクリルアミド、Ｎ－（１，１－ジメチル－２－ジメチルアミノエチル）アクリル
アミド、Ｎ－（２－メチル－２－フェニル－３－ジメチルアミノプロピル）アクリルアミ
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ド、Ｎ－（２，２－ジメチル－３－ジメチルアミノプロピル）アクリルアミド、Ｎ－（２
－モルホリノエチル）アクリルアミド、Ｎ－（２－アミノ－１，２－ジシアノエチル）ア
クリルアミド等の置換Ｎ－モノアルキルアクリルアミド；Ｎ－アリルアクリルアミド等の
Ｎ－モノアルケニルアクリルアミド；Ｎ－（１，１－ジメチルプロピニル）アクリルアミ
ド等のＮ－モノアルキニルアクリルアミド；Ｎ－フェニルアクリルアミド、Ｎ－ベンジル
アクリルアミド、Ｎ－［４－（フェニルアミノ）フェニル］アクリルアミド等の芳香族基
含有アクリルアミド；Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－エチロールアクリルアミド、
Ｎ－プロピロールアクリルアミド等のＮ－モノアルキロールアクリルアミド；Ｎ－メトキ
シメチルアクリルアミド、Ｎ－エトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチルアク
リルアミド、Ｎ－イソブトキシメチルアクリルアミド等のＮ－アルコキシアルキルアクリ
ルアミド；Ｎ－メトキシアクリルアミド、Ｎ－エトキシアクリルアミド、Ｎ－プロポキシ
アクリルアミド、Ｎ－ブトキシアクリルアミド等のＮ－アルコキシアクリルアミド；Ｎ－
アセチルアクリルアミド；Ｎ－ジアセトンアクリルアミド；メタクリルアミド；Ｎ－メチ
ルメタクリルアミド、Ｎ－エチルメタクリルアミド、Ｎ－プロピルメタクリルアミド、Ｎ
－イソプロピルメタクリルアミド、Ｎ－ブチルメタクリルアミド、Ｎ－イソブチルメタク
リルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチルメタクリルアミド、Ｎ－ヘプチルメタクリルアミド、
Ｎ－オクチルメタクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－オクチルメタクリルアミド、Ｎ－ドデシ
ルメタクリルアミド、Ｎ－オクタデシルメタクリルアミド等のＮ－モノアルキルメタクリ
ルアミド；Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）メタクリルアミド、Ｎ－（１，１－ジメチル－
２－ヒドロキシエチル）メタクリルアミド、Ｎ－（１－エチル－ヒドロキシエチル）メタ
クリルアミド、Ｎ－（２－クロロエチル）メタクリルアミド、Ｎ－（２，２，２－トリク
ロロ－１－ヒドロキシエチル）メタクリルアミド、Ｎ－（２－ジメチルアミノエチル）メ
タクリルアミド、Ｎ－（３－ジメチルアミノプロピル）メタクリルアミド、Ｎ－［３－ビ
ス（２－ヒドロキシエチル）アミノプロピル］メタクリルアミド、Ｎ－（１，１－ジメチ
ル－２－ジメチルアミノエチル）メタクリルアミド、Ｎ－（２－メチル－２－フェニル－
３－ジメチルアミノプロピル）メタクリルアミド、Ｎ－（２，２－ジメチル－３－ジメチ
ルアミノプロピル）メタクリルアミド、Ｎ－（２－モルホリノエチル）メタクリルアミド
、Ｎ－（２－アミノ－１，２－ジシアノエチル）メタクリルアミド等の置換Ｎ－モノアル
キルメタクリルアミド；Ｎ－アリルメタクリルアミド等のＮ－モノアルケニルメタクリル
アミド；Ｎ－（１，１－ジメチルプロピニル）メタクリルアミド等のＮ－モノアルキニル
メタクリルアミド；Ｎ－フェニルメタクリルアミド、Ｎ－ベンジルメタクリルアミド、Ｎ
－［４－（フェニルアミノ）フェニル］メタクリルアミド等の芳香族基含有メタクリルア
ミド；Ｎ－メチロールメタクリルアミド、Ｎ－エチロールメタクリルアミド、Ｎ－プロピ
ロールメタクリルアミド等のＮ－モノアルキロールメタクリルアミド；Ｎ－メトキシメチ
ルメタクリルアミド、Ｎ－エトキシメチルメタクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチルメタク
リルアミド、Ｎ－イソブトキシメチルメタクリルアミド等のＮ－アルコキシアルキルメタ
クリルアミド；Ｎ－メトキシメタクリルアミド、Ｎ－エトキシメタクリルアミド、Ｎ－プ
ロポキシメタクリルアミド、Ｎ－ブトキシメタクリルアミド等のＮ－アルコキシメタクリ
ルアミド；Ｎ－アセチルメタクリルアミド；Ｎ－ジアセトンメタクリルアミド；Ｎ，Ｎ－
ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピルアクリ
ルアミド、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジブチルアクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジイソブチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルアクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジヘプチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジオクチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ－
ｔｅｒｔ－オクチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジドデシルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジオ
クタデシルアクリルアミド等のＮ，Ｎ－ジアルキルアクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメチルア
ミノエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノプロピルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロピルアクリルアミド
等のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルアクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシ
エチル）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ビス（２－シアノエチル）アクリルアミド等の置換Ｎ
，Ｎ－ジアルキルアクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジアリルアクリルアミド等のＮ，Ｎ－ジアル
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ケニルアクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジフェニルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジベンジルアクリ
ルアミド等の芳香族基含有アクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメチロールアクリルアミド、Ｎ，
Ｎ－ジエチロールアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピロールアクリルアミド等のＮ，Ｎ－
ジアルキロールアクリルアミド；Ｎ－メチル－Ｎ－メトキシアクリルアミド、Ｎ－メチル
－Ｎ－エトキシアクリルアミド、Ｎ－メチル－Ｎ－プロポキシアクリルアミド、Ｎ－メチ
ル－Ｎ－ブトキシアクリルアミド、Ｎ－エチル－Ｎ－メトキシアクリルアミド、Ｎ－エチ
ル－Ｎ－エトキシアクリルアミド、Ｎ－エチル－Ｎ－ブトキシアクリルアミド、Ｎ－プロ
ピル－Ｎ－メトキシアクリルアミド、Ｎ－プロピル－Ｎ－エトキシアクリルアミド、Ｎ－
ブチル－Ｎ－メトキシアクリルアミド、Ｎ－ブチル－Ｎ－エトキシアクリルアミド等のＮ
－アルコキシ－Ｎ－アルキルアクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジアセチルアクリルアミド；Ｎ，
Ｎ－ジアセトンアクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル
メタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピルメタ
クリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジブチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジイソブチルメタクリルア
ミド、Ｎ，Ｎ－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジヘプチルメタクリル
アミド、Ｎ，Ｎ－ジオクチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ－ｔｅｒｔ－オクチルメタク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジドデシルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジオクタデシルメタクリル
アミド等のＮ，Ｎ－ジアルキルメタクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ
プロピルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロピルメタクリルアミド等のＮ，
Ｎ－ジアルキルアミノアルキルメタクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル
）メタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ビス（２－シアノエチル）メタクリルアミド等の置換Ｎ，
Ｎ－ジアルキルメタクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジアリルメタクリルアミド等のＮ－ジアルケ
ニルメタクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジフェニルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジベンジルメタ
クリルアミド等の芳香族基含有メタクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメチロールメタクリルアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジエチロールメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピロールメタクリルアミド
等のＮ，Ｎ－ジアルキロールメタクリルアミド；Ｎ－メチル－Ｎ－メトキシメタクリルア
ミド、Ｎ－メチル－Ｎ－エトキシメタクリルアミド、Ｎ－メチル－Ｎ－プロポキシメタク
リルアミド、Ｎ－メチル－Ｎ－ブトキシメタクリルアミド、Ｎ－エチル－Ｎ－メトキシメ
タクリルアミド、Ｎ－エチル－Ｎ－エトキシメタクリルアミド、Ｎ－エチル－Ｎ－ブトキ
シメタクリルアミド、Ｎ－プロピル－Ｎ－メトキシメタクリルアミド、Ｎ－プロピル－Ｎ
－エトキシメタクリルアミド、Ｎ－ブチル－Ｎ－メトキシメタクリルアミド、Ｎ－ブチル
－Ｎ－エトキシメタクリルアミド等のＮ－アルコキシ－Ｎ－アルキルメタクリルアミド；
Ｎ，Ｎ－ジアセチルメタクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジアセトンメタクリルアミド；等が挙げ
られる。
　Ｎ－（メタ）アクリロイル基を有する鎖状アミドをモノマー単位として含むポリマーの
例として、Ｎ－イソプロピルアクリルアミドの単独重合体およびＮ－イソプロピルアクリ
ルアミドの共重合体（例えば、Ｎ－イソプロピルアクリルアミドの共重合割合が５０質量
％を超える共重合体）、Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミドの単独重合体およびＮ－ヒ
ドロキシエチルアクリルアミドの共重合体（例えば、Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミ
ドの共重合割合が５０質量％を超える共重合体）等が挙げられる。
【００３９】
　Ｎ－（メタ）アクリロイル基を有する環状アミドの例としては、Ｎ－アクリロイルモル
ホリン、Ｎ－アクリロイルチオモルホリン、Ｎ－アクリロイルピペリジン、Ｎ－アクリロ
イルピロリジン、Ｎ－メタクリロイルモルホリン、Ｎ－メタクリロイルピペリジン、Ｎ－
メタクリロイルピロリジン等が挙げられる。Ｎ－（メタ）アクリロイル基を有する環状ア
ミドをモノマー単位として含むポリマーの例として、アクリロイルモルホリン系ポリマー
（ＰＡＣＭＯ）が挙げられる。アクリロイルモルホリン系ポリマーの典型例として、Ｎ－
アクリロイルモルホリン（ＡＣＭＯ）の単独重合体およびＡＣＭＯの共重合体（例えば、
ＡＣＭＯの共重合割合が５０質量％を超える共重合体）が挙げられる。アクリロイルモル
ホリン系ポリマーにおいて、全繰返し単位のモル数に占めるＡＣＭＯ単位のモル数の割合
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は、通常は５０％以上であり、８０％以上（例えば９０％以上、典型的には９５％以上）
であることが適当である。水溶性ポリマーの全繰返し単位が実質的にＡＣＭＯ単位から構
成されていてもよい。
【００４０】
　Ｎ－ビニル型のモノマー単位を含むポリマーの例には、Ｎ－ビニルラクタム型モノマー
の単独重合体および共重合体（例えば、Ｎ－ビニルラクタム型モノマーの共重合割合が５
０質量％を超える共重合体）、Ｎ－ビニル鎖状アミドの単独重合体および共重合体（例え
ば、Ｎ－ビニル鎖状アミドの共重合割合が５０質量％を超える共重合体）が含まれる。
　Ｎ－ビニルラクタム型モノマーの具体例としては、Ｎ－ビニルピロリドン（ＶＰ）、Ｎ
－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルモルホリノン、Ｎ－ビニルカプロラクタム（ＶＣ）、Ｎ
－ビニル－１，３－オキサジン－２－オン、Ｎ－ビニル－３，５－モルホリンジオン等が
挙げられる。Ｎ－ビニルラクタム型のモノマー単位を含むポリマーの具体例としては、ポ
リビニルピロリドン（ＰＶＰ）、ポリビニルカプロラクタム、ＶＰとＶＣとのランダム共
重合体、ＶＰおよびＶＣの一方または両方と他のビニルモノマー（例えば、アクリル系モ
ノマー、ビニルエステル系モノマー等）とのランダム共重合体、ＶＰおよびＶＣの一方ま
たは両方を含むポリマーセグメントを含むブロック共重合体やグラフト共重合体（例えば
、ポリビニルアルコールにポリビニルピロリドンがグラフトしたグラフト共重合体）等が
挙げられる。なかでも好ましいものとして、ビニルピロリドン系ポリマー（ＰＶＰ）が挙
げられる。ここでビニルピロリドン系ポリマーとは、ＶＰの単独重合体およびＶＰの共重
合体（例えば、ＶＰの共重合割合が５０重量％を超える共重合体）をいう。ビニルピロリ
ドン系ポリマーにおいて、全繰返し単位のモル数に占めるＶＰ単位のモル数の割合は、通
常は５０％以上であり、８０％以上（例えば９０％以上、典型的には９５％以上）である
ことが適当である。水溶性ポリマーの全繰返し単位が実質的にＶＰ単位から構成されてい
てもよい。
　Ｎ－ビニル鎖状アミドの具体例としては、Ｎ－ビニルアセトアミド、Ｎ－ビニルプロピ
オン酸アミド、Ｎ－ビニル酪酸アミド等が挙げられる。
　Ｎ－ビニル鎖状アミドの具体例としては、Ｎ－ビニルアセトアミド、Ｎ－ビニルプロピ
オン酸アミド、Ｎ－ビニル酪酸アミド等が挙げられる。
【００４１】
　ペンダント基に窒素原子を有するポリマーの他の例として、アミノエチル（メタ）アク
リレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミ
ノプロピル（メタ）アクリレート等の、アミノ基を有するビニルモノマー（例えば、（メ
タ）アクリロイル基を有するモノマー）の単独重合体および共重合体が挙げられる。
【００４２】
　ここに開示される研磨用組成物に含有させ得る水溶性ポリマーの他の例として、ヒドロ
キシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、ヒドロキシエチルメチルセルロ
ース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、メチルセルロース、エチルセルロース、エ
チルヒドロキシエチルセルロース、カルボキシメチルセルロース等のセルロース誘導体お
よびプルランが挙げられる。
【００４３】
　ここに開示される研磨用組成物に含まれる水溶性ポリマーの分子量は特に限定されない
。例えば重量平均分子量（Ｍｗ）が２００×１０４以下（典型的には１×１０３～２００
×１０４、例えば１×１０３～１５０×１０４）の水溶性ポリマーを用いることができる
。凝集物の発生をよりよく防止する観点から、通常は、Ｍｗが１００×１０４未満（より
好ましくは８０×１０４以下、さらに好ましくは５０×１０４以下、典型的には４０×１
０４以下、例えば３０×１０４以下）の水溶性ポリマーの使用が好ましい。また、研磨用
組成物の濾過性や洗浄性等の観点から、Ｍｗが２５×１０４以下（より好ましくは２０×
１０４以下、さらに好ましくは１５×１０４以下、例えば１０×１０４以下）の水溶性ポ
リマーを好ましく使用し得る。一方、一般に水溶性ポリマーのＭｗが大きくなるとヘイズ
低減効果は高くなる傾向にある。かかる観点から、通常は、Ｍｗが１×１０３以上の水溶
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性ポリマーを用いることが適当であり、例えば、Ｍｗが１×１０４以上の水溶性ポリマー
を好ましく採用し得る。
【００４４】
　より好ましいＭｗの範囲は、水溶性ポリマーの種類によっても異なり得る。例えば、水
溶性ポリマーとしてのビニルアルコール系ポリマー（ＰＶＡ）のＭｗは、典型的には３０
×１０４以下、好ましくは２５×１０４以下、より好ましくは２０×１０４以下、さらに
好ましくは１０×１０４以下（例えば５×１０４以下、さらには２×１０４以下）である
。ＰＶＡのＭｗは、典型的には１×１０３以上、好ましくは２×１０３以上、例えば３×
１０３以上である。Ｍｗが１×１０４以上のＰＶＡを用いてもよい。
　また、オキシアルキレン単位を含む水溶性ポリマーのＭｗは、好ましくは５０×１０４

以下、より好ましくは３０×１０４以下、さらに好ましくは２５×１０４以下（例えば１
０×１０４以下）である。オキシアルキレン単位を含む水溶性ポリマーのＭｗは、典型的
には１×１０４以上である。
　また、例えば窒素原子を含有する水溶性ポリマーのＭｗは、典型的には５０×１０４以
下、好ましくは４０×１０４以下、より好ましくは３０×１０４以下、さらに好ましくは
１０×１０４以下（例えば７×１０４以下）である。窒素原子を含有する水溶性ポリマー
のＭｗの下限は特に限定されない。窒素原子を含有する水溶性ポリマーのＭｗは、例えば
１×１０３以上、典型的には１×１０４以上であり、ヘイズ低減等の観点から好ましくは
２×１０４以上、より好ましくは３×１０４以上である。
【００４５】
　特に限定するものではないが、窒素原子を含有する水溶性ポリマーのうち、Ｎ－（メタ
）アクリロイル基を有する鎖状アミドをモノマー単位として含むポリマーとしては、Ｍｗ
が比較的小さいものを好ましく採用することができる。例えば、ＬＰＤ等の表面欠陥を低
減する観点から、Ｍｗが５×１０４未満のものが有利であり、４×１０４以下のものが好
ましく、３×１０４以下のものがさらに好ましい。好ましい一態様において、上記ポリマ
ーとしてＭｗが１×１０４以下のものを使用してもよい。上記ポリマーのＭｗの下限は特
に限定されないが、通常は１×１０３以上であり、好ましくは２×１０３以上、より好ま
しくは３×１０３以上である。
【００４６】
　特に限定するものではないが、窒素原子を含有する水溶性ポリマーのうち、Ｎ－（メタ
）アクリロイル基を有する環状アミド（例えば、Ｎ－アクリロイルモルホリン）をモノマ
ー単位として含むポリマーとしては、ヘイズ低減や表面欠陥低減等の観点から、Ｍｗが４
０×１０４以下のものが好ましく、２０×１０４以下のものが好ましく、１０×１０４以
下のものがさらに好ましい。上記ポリマーのＭｗの下限は特に制限されない。ヘイズ低減
の観点からは、Ｍｗが１×１０３以上であることが有利であり、１×１０４以上であるこ
とが好ましく、２×１０４以上であることがより好ましい。また、表面欠陥低減の観点か
らは、Ｍｗが１×１０３以上であることが有利であり、５×１０４以上であることが好ま
しく、１０×１０４以上であることがより好ましい。また、研磨速度の低下を押さえて表
面品位を改善する観点から、上記ポリマーのＭｗは、好ましくは１×１０３以上４０×１
０４以下、より好ましくは１×１０４以上４０×１０４以下であり、２０×１０４以上４
０×１０４以下（例えば３０×１０４以上４０×１０４以下）であることがさらに好まし
い。　
【００４７】
　ここに開示される技術において、水溶性ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分
子量（Ｍｎ）との関係は特に制限されない。凝集物の発生防止等の観点から、例えば分子
量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が５．０以下であるものを好ましく用いることができる。研磨用組
成物の性能安定性等の観点から、水溶性ポリマーのＭｗ／Ｍｎは、好ましくは４．０以下
、より好ましくは３．５以下、さらに好ましくは３．０以下（例えば２．５以下）である
。
　なお、原理上、Ｍｗ／Ｍｎは１．０以上である。原料の入手容易性や合成容易性の観点



(13) JP 5890583 B2 2016.3.22

10

20

30

40

50

から、通常は、Ｍｗ／Ｍｎが１．０５以上の水溶性ポリマーを好ましく使用し得る。
【００４８】
　なお、水溶性ポリマーのＭｗおよびＭｎとしては、水系のゲルパーミエーションクロマ
トグラフィ（ＧＰＣ）に基づく値（水系、ポリエチレンオキサイド換算）を採用すること
ができる。
【００４９】
　＜吸着比＞
　ここに開示される研磨用組成物は、以下の吸着比測定における吸着比が互いに異なる２
種類の水溶性ポリマーを含むことによって特徴づけられる。具体的には、ここに開示され
る研磨用組成物は、吸着比が５％未満であるポリマーＡと、吸着比が５％以上９５％未満
であるポリマーＢ（ただし、ヒドロキシエチルセルロースを除く。）とを含有する。ポリ
マーＡとしては、上記吸着比を満たす水溶性ポリマーを単独でまたは２種以上組み合わせ
て用いることができる。ポリマーＢについても同様に、上記吸着比を満たす水溶性ポリマ
ーを単独でまたは２種以上組み合わせて用いることができる。
【００５０】
　上記吸着比測定は、以下のようにして行われる。より詳しくは、例えば、後述する実施
例に記載の吸着比測定と同様にして、各水溶性ポリマーの吸着比を求めることができる。
　　［吸着比測定］
　（１）測定対象ポリマー０．０１８質量％およびアンモニア０．０１質量％を含み、残
部が水からなる試験液Ｌ０を用意する。
　（２）砥粒を０．１８質量％、上記測定対象ポリマーを０．０１８質量％およびアンモ
ニアを０．０１質量％の濃度で含み、残部が水からなる試験液Ｌ１を用意する。
　（３）上記試験液Ｌ１に対して遠心分離処理を行って上記砥粒を沈降させる。
　（４）上記試験液Ｌ０に含まれる上記測定対象ポリマーの質量Ｗ０と、上記試験液Ｌ１
に上記遠心分離処理を施した後の上澄み液に含まれる上記測定対象ポリマーの質量Ｗ１と
から、以下の式により上記測定対象ポリマーの吸着比を算出する。
　　　吸着比（％）＝［（Ｗ０－Ｗ１）／Ｗ０］×１００
【００５１】
　上記遠心分離処理は、例えば、ベックマン・コールター社製の遠心分離器、型式「Ａｖ
ａｎｔｉ　ＨＰ－３０Ｉ」を用いて２００００ｒｐｍの回転数で３０分間遠心分離する条
件で行うことができる。また、上記試験液Ｌ０に含まれる上記測定対象ポリマーの質量Ｗ
０および上記試験液Ｌ１に上記遠心分離処理を施した後の上澄み液に含まれる上記測定対
象ポリマーの質量Ｗ１は、上記試験液Ｌ１および上記上澄み液の全有機炭素量（ＴＯＣ）
を測定することにより求めることができる。ＴＯＣの測定は、例えば島津製作所社製の全
有機体炭素計（燃焼触媒酸化方式、型式「ＴＯＣ－５０００Ａ」）またはその相当品を用
いて行うことができる。
【００５２】
　測定対象ポリマーの吸着比測定に使用する砥粒としては、その測定対象ポリマーを含む
研磨用組成物の砥粒と同じ砥粒（例えば、材質、粒子径および粒子形状が同じ砥粒）を用
いることが望ましい。もっとも、実用上の便宜を考慮して、上記研磨用組成物用の砥粒を
用いて吸着比測定を行う場合と比較して吸着比に大きな差がない範囲で（例えば、いずれ
の砥粒を用いても測定対象ポリマーの吸着比が５％より明らかに大きい、あるいは明らか
に小さいといえる範囲で）、研磨用組成物用の砥粒とは異なる砥粒を用いて吸着比測定を
行ってもよい。例えば、研磨用組成物用の砥粒と材質が同じであって粒子のサイズや形状
（例えば、平均一次粒子径、平均二次粒子径、粒子径分布、アスペクト比、比表面積等の
うち１または２以上の特性値）がやや異なる砥粒を用いてもよい。通常は、研磨用組成物
用の砥粒と同種の材質であって比表面積が概ね同じ（例えば、研磨用組成物を構成する砥
粒との比表面積の相違が±１０％以内の）砥粒を用いて吸着比測定を行うことが適当であ
る。
　なお、特に限定するものではないが、ここに開示される技術は、比表面積が凡そ２０～
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２００ｍｍ２／ｇ（典型的には５０～１５０ｍｍ２／ｇ）の砥粒を使用する研磨用組成物
に好ましく適用され得る。
【００５３】
　ここに開示される技術におけるポリマーＡは、上記吸着比測定における吸着比が５％未
満の水溶性ポリマーであればよく、特に制限されない。凝集物低減や洗浄性向上等の観点
から、ポリマーＡとしてノニオン性のポリマーを好ましく採用し得る。
　ポリマーＢと組み合わせて使用することの効果（例えば、ポリマーＡ、ポリマーＢの各
々の単独使用に比べて研磨性能を向上させる効果）をよりよく発揮させる観点から、ポリ
マーＡの吸着比は、好ましくは３％未満、より好ましくは１％未満であり、実質的に０％
であってもよい。
【００５４】
　ポリマーＡの一好適例としてビニルアルコール系ポリマー（ＰＶＡ）が挙げられる。例
えば、けん化度が７５モル％以上、より好ましくは８０モル％以上のＰＶＡを、ポリマー
Ａとして好ましく採用し得る。また、けん化度が９０モル％以上、より好ましくは９５モ
ル％以上（典型的には９５モル％超、例えば９８％モル超）のＰＶＡを、ポリマーＡとし
て好ましく採用し得る。ＰＶＡのＭｗは、１×１０３以上が好ましく、より好ましくは２
×１０３以上、例えば３×１０３以上である。好ましい一態様において、ＰＶＡのＭｗは
、１×１０４以上であって１５×１０４以下が好ましく、１０×１０４以下がより好まし
く、５×１０４以下（典型的には３×１０４以下）がさらに好ましい。
【００５５】
　ポリマーＡの他の好適例として、オキシアルキレン単位を含むポリマーであって上記吸
着比を満たすものが挙げられる。かかるポリマーの具体例としてポリエチレンオキサイド
が挙げられる。他の例として、吸着比が５％未満となる範囲でエチレンオキサイドと他の
アルキレンオキサイドとが共重合されたポリアルキレンオキサイドが挙げられる。ポリマ
ーＡとしてのオキシアルキレン単位を含むポリマーのＭｗは、１×１０４以上であって３
０×１０４以下が好ましく、２５×１０４以下がより好ましく、２０×１０４以下（例え
ば１０×１０４以下）がさらに好ましい。
【００５６】
　ポリマーＡは、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。ここ
に開示される研磨用組成物は、ポリマーＡとして少なくともＰＶＡを含む態様（例えば、
ポリマーＡとして１種または２種以上のＰＶＡのみを含む態様）で好ましく実施され得る
。
【００５７】
　ここに開示される技術におけるポリマーＢは、上記吸着比測定における吸着比が５％以
上９５％未満の水溶性ポリマーであればよく、特に制限されない。凝集物低減や洗浄性向
上等の観点から、ポリマーＢとしてノニオン性のポリマーを好ましく採用し得る。
　ポリマーＡと組み合わせて使用することの効果（例えば、ポリマーＡ、ポリマーＢの各
々の単独使用に比べて研磨性能を向上させる効果）をよりよく発揮する観点から、ポリマ
ーＢの吸着比は、８％以上が好ましく、１０％以上がより好ましく、１２％以上がさらに
好ましい。また、同様の理由から、ポリマーＢの吸着比ＰＢからポリマーＡの吸着比ＰＡ

を減じた値（ＰＢ－ＰＡ）は、５％以上が好ましく、７％以上がより好ましく、１０％以
上がさらに好ましい。また、ポリマーＡ，Ｂの吸着比の差が大きすぎても両者の併用効果
が減少傾向となることがあり得る。かかる観点から、好ましい一態様において、上記吸着
比の差（ＰＢ－ＰＡ）は、８０％以下とすることができ、７０％以下（例えば６０％以下
）とすることがより好ましい。
【００５８】
　ポリマーＢの例としては、上述したオキシアルキレン単位を含むポリマーおよび窒素原
子を含有するポリマーのうち吸着比が５％以上９５％未満のものを適宜採用することがで
きる。特に限定するものではないが、Ｎ－ビニル型のモノマー単位を含むポリマーＢの好
適例として、Ｎ－ビニルラクタム型モノマーの単独重合体および共重合体（例えば、ポリ
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ビニルピロリドン）が挙げられる。また、Ｎ－（メタ）アクリロイル型のモノマー単位を
含むポリマーＢの好適例として、Ｎ－アルキル（メタ）アクリルアミドの単独重合体およ
び共重合体（例えば、ポリイソプロピルアクリルアミド））、Ｎ－ヒドロキシアルキル（
メタ）アクリルアミドの単独重合体および共重合体（例えば、ポリヒドロキシエチルアク
リルアミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル基を有する環状アミドの単独重合体および共重合
体（例えば、ポリアクリロイルモルホリン）が挙げられる。
【００５９】
　ポリマーＢのＭｗとしては、１×１０４以上であって５０×１０４以下であることが好
ましく、濾過性の観点から２５×１０４以下がより好ましく、２０×１０４以下（例えば
１０×１０４以下）がさらに好ましい。また、ポリマーＢのＭｗは、ヘイズ低減の観点か
ら、１．５×１０４以上が有利であり、２．０×１０４以上が好ましく、３．０×１０４

以上がより好ましく、３．５×１０４以上がさらに好ましい。
【００６０】
　特に限定するものではないが、ここに開示される技術は、ポリマーＢのＭｗ（ＭｗＢ）
とポリマーＡのＭｗ（ＭｗＡ）とが数値的に極端に離れていない範囲、具体的にはＭｗＢ

とＭｗＡのオーダーが揃っている態様で好ましく実施することができる。
【００６１】
　ここに開示される技術において、ポリマーＡとポリマーＢとの使用量の比（研磨用組成
物中における含有量の比としても把握され得る。）は特に限定されない。ポリマーＡとポ
リマーＢとを組み合わせて使用することの効果をよりよく発揮させる観点から、これらの
使用量比（Ａ：Ｂ）を質量基準で５：９５～９５：５とすることが適当であり、１０：９
０～９０：１０（例えば２０：８０～８０：２０）とすることが好ましい。
【００６２】
　ここに開示される研磨用組成物は、水溶性ポリマー（典型的には、Ｍｗが１×１０３以
上、例えば１×１０４以上のポリマー）としてポリマーＡおよびポリマーＢのみを用いる
態様で好ましく実施することができる。あるいは、ポリマーＡおよびポリマーＢ以外の水
溶性ポリマーをさらに含む態様で実施されてもよい。その場合、ポリマーＡおよびポリマ
ーＢ以外の水溶性ポリマー（ポリマーＣ）の使用量は特に限定されない。ポリマーＡとポ
リマーＢとを組み合わせて使用することの効果をよりよく発揮させる観点から、ポリマー
ＡとポリマーＢとの合計量が水溶性ポリマー全体に占める割合は、６０質量％以上が好ま
しく、７５質量％以上がより好ましく、９０質量％以上（例えば９５質量％以上）がさら
に好ましい。
【００６３】
　ここに開示される研磨用組成物が水溶性ポリマーＣとしてセルロース誘導体を含む場合
、その使用量は、該研磨用組成物に含まれる水溶性ポリマー全体の４０質量％以下に抑え
ることが好ましく、２５質量％以下とすることがより好ましく、１０質量％以下（典型的
には５質量％以下）とすることがさらに好ましい。このことによって、天然物に由来する
セルロース誘導体の使用に起因する異物の混入や凝集の発生をより高度に抑制することが
できる。ここに開示される研磨用組成物は、例えば、水溶性ポリマーＣとしてのセルロー
ス誘導体を実質的に含有しない態様で好ましく実施され得る。
【００６４】
　特に限定するものではないが、水溶性ポリマーの含有量（ポリマーＡ、ポリマーＢおよ
び必要に応じて用いられ得るポリマーＣの合計量）は、砥粒１００質量部に対して例えば
０．０１質量部以上とすることができる。砥粒１００質量部に対する水溶性ポリマーの含
有量は、研磨後の表面平滑性向上（例えばヘイズや欠陥の低減）の観点から０．０５質量
部以上が適当であり、好ましくは０．１質量部以上、より好ましくは０．５質量部以上（
例えば１質量部以上）である。また、砥粒１００質量部に対する水溶性ポリマーの含有量
は、研磨速度や洗浄性等の観点から、例えば４０質量部以下とすることができ、通常は２
０質量部以下が適当であり、好ましくは１５質量部以下、より好ましくは１０質量部以下
である。
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【００６５】
　＜水＞
　ここに開示される研磨用組成物に含まれる水としては、イオン交換水（脱イオン水）、
純水、超純水、蒸留水等を好ましく用いることができる。使用する水は、研磨用組成物に
含有される他の成分の働きが阻害されることを極力回避するため、例えば遷移金属イオン
の合計含有量が１００ｐｐｂ以下であることが好ましい。例えば、イオン交換樹脂による
不純物イオンの除去、フィルタによる異物の除去、蒸留等の操作によって水の純度を高め
ることができる。
　ここに開示される研磨用組成物は、必要に応じて、水と均一に混合し得る有機溶剤（低
級アルコール、低級ケトン等）をさらに含有してもよい。通常は、研磨用組成物に含まれ
る溶媒の９０体積％以上が水であることが好ましく、９５体積％以上（典型的には９９～
１００体積％）が水であることがより好ましい。
【００６６】
　ここに開示される研磨用組成物（典型的にはスラリー状の組成物）は、例えば、その固
形分含量（non-volatile content；ＮＶ）が０．０１質量％～５０質量％であり、残部が
水系溶媒（水または水と上記有機溶剤との混合溶媒）である形態、または残部が水系溶媒
および揮発性化合物（例えばアンモニア）である形態で好ましく実施され得る。上記ＮＶ
が０．０５質量～４０質量％である形態がより好ましい。なお、上記固形分含量（ＮＶ）
とは、研磨用組成物を１０５℃で２４時間乾燥させた後における残留物が上記研磨用組成
物に占める質量の割合を指す。
【００６７】
　＜塩基性化合物＞
　ここに開示される研磨用組成物は、典型的には、砥粒、水溶性ポリマーおよび水の他に
、塩基性化合物を含有する。ここで塩基性化合物とは、研磨用組成物に添加されることに
よって該組成物のｐＨを上昇させる機能を有する化合物を指す。塩基性化合物は、研磨対
象となる面を化学的に研磨する働きをし、研磨速度の向上に寄与し得る。また、塩基性化
合物は、研磨用組成物の分散安定性の向上に役立ち得る。
【００６８】
　塩基性化合物としては、窒素を含む有機または無機の塩基性化合物、アルカリ金属また
はアルカリ土類金属の水酸化物、各種の炭酸塩や炭酸水素塩等を用いることができる。例
えば、アルカリ金属の水酸化物、水酸化第四級アンモニウムまたはその塩、アンモニア、
アミン等が挙げられる。アルカリ金属の水酸化物の具体例としては、水酸化カリウム、水
酸化ナトリウム等が挙げられる。炭酸塩または炭酸水素塩の具体例としては、炭酸水素ア
ンモニウム、炭酸アンモニウム、炭酸水素カリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム
、炭酸ナトリウム等が挙げられる。水酸化第四級アンモニウムまたはその塩の具体例とし
ては、水酸化テトラメチルアンモニウム、水酸化テトラエチルアンモニウム、水酸化テト
ラブチルアンモニウム等が挙げられる。アミンの具体例としては、メチルアミン、ジメチ
ルアミン、トリメチルアミン、エチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、エチ
レンジアミン、モノエタノールアミン、Ｎ－（β－アミノエチル）エタノールアミン、ヘ
キサメチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、無水ピペラジ
ン、ピペラジン六水和物、１－（２－アミノエチル）ピペラジン、Ｎ－メチルピペラジン
、グアニジン、イミダゾールやトリアゾール等のアゾール類等が挙げられる。このような
塩基性化合物は、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００６９】
　研磨速度向上等の観点から好ましい塩基性化合物として、アンモニア、水酸化カリウム
、水酸化ナトリウム、水酸化テトラメチルアンモニウム、水酸化テトラエチルアンモニウ
ム、炭酸水素アンモニウム、炭酸アンモニウム、炭酸水素カリウム、炭酸カリウム、炭酸
水素ナトリウムおよび炭酸ナトリウムが挙げられる。なかでも好ましいものとして、アン
モニア、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化テトラメチルアンモニウムおよび水
酸化テトラエチルアンモニウムが例示される。より好ましいものとしてアンモニアおよび
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水酸化テトラメチルアンモニウムが挙げられる。特に好ましい塩基性化合物としてアンモ
ニアが挙げられる。
【００７０】
　＜界面活性剤＞
　ここに開示される研磨用組成物は、砥粒、水溶性ポリマーおよび水の他に、界面活性剤
（典型的には、分子量１×１０４未満の水溶性有機化合物）を含む態様で好ましく実施さ
れ得る。界面活性剤の使用により、研磨用組成物の分散安定性が向上し得る。また、研磨
面のヘイズを低減することが容易となり得る。界面活性剤は、１種を単独でまたは２種以
上を組み合わせて用いることができる。
【００７１】
　界面活性剤としては、アニオン性またはノニオン性のものを好ましく採用し得る。低起
泡性やｐＨ調整の容易性の観点から、ノニオン性の界面活性剤がより好ましい。例えば、
ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール等
のオキシアルキレン重合体；ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレン
アルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリオキシエチレン脂
肪酸エステル、ポリオキシエチレングリセリルエーテル脂肪酸エステル、ポリオキシエチ
レンソルビタン脂肪酸エステル等のポリオキシアルキレン付加物；複数種のオキシアルキ
レンの共重合体（ジブロック型、トリブロック型、ランダム型、交互型）；等のノニオン
性界面活性剤が挙げられる。
【００７２】
　ノニオン性界面活性剤の具体例としては、ＥＯとＰＯとのブロック共重合体（ジブロッ
ク体、ＰＥＯ－ＰＰＯ－ＰＥＯ型トリブロック体、ＰＰＯ－ＰＥＯ－ＰＰＯ型トリブロッ
ク体等）、ＥＯとＰＯとのランダム共重合体、ポリオキシエチレングリコール、ポリオキ
シエチレンプロピルエーテル、ポリオキシエチレンブチルエーテル、ポリオキシエチレン
ペンチルエーテル、ポリオキシエチレンヘキシルエーテル、ポリオキシエチレンオクチル
エーテル、ポリオキシエチレン－２－エチルヘキシルエーテル、ポリオキシエチレンノニ
ルエーテル、ポリオキシエチレンデシルエーテル、ポリオキシエチレンイソデシルエーテ
ル、ポリオキシエチレントリデシルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポ
リオキシエチレンセチルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシ
エチレンイソステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、ポリオキシエ
チレンフェニルエーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエ
チレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンドデシルフェニルエーテル、ポリオ
キシエチレンスチレン化フェニルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルアミン、ポリオ
キシエチレンステアリルアミン、ポリオキシエチレンオレイルアミン、ポリオキシエチレ
ンステアリルアミド、ポリオキシエチレンオレイルアミド、ポリオキシエチレンモノラウ
リン酸エステル、ポリオキシエチレンモノステアリン酸エステル、ポリオキシエチレンジ
ステアリン酸エステル、ポリオキシエチレンモノオレイン酸エステル、ポリオキシエチレ
ンジオレイン酸エステル、モノラウリン酸ポリオキシエチレンソルビタン、モノパルチミ
ン酸ポリオキシエチレンソルビタン、モノステアリン酸ポリオキシエチレンソルビタン、
モノオレイン酸ポリオキシエチレンソルビタン、トリオレイン酸ポリオキシエチレンソル
ビタン、テトラオレイン酸ポリオキシエチレンソルビット、ポリオキシエチレンヒマシ油
、ポリオキシエチレン硬化ヒマシ油等が挙げられる。なかでも好ましい界面活性剤として
、ＥＯとＰＯとのブロック共重合体（特に、ＰＥＯ－ＰＰＯ－ＰＥＯ型のトリブロック体
）、ＥＯとＰＯとのランダム共重合体およびポリオキシエチレンアルキルエーテル（例え
ばポリオキシエチレンデシルエーテル）が挙げられる。
【００７３】
　界面活性剤の分子量は、典型的には１×１０４未満であり、研磨用組成物の濾過性や研
磨対象物の洗浄性等の観点から９５００以下が好ましい。また、界面活性剤の分子量は、
典型的には２００以上であり、ヘイズ低減効果等の観点から２５０以上が好ましく、３０
０以上（例えば５００以上）がより好ましい。なお、界面活性剤の分子量としては、ＧＰ
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Ｃにより求められる重量平均分子量（Ｍｗ）（水系、ポリエチレングリコール換算）また
は化学式から算出される分子量を採用することができる。
　界面活性剤の分子量のより好ましい範囲は、界面活性剤の種類によっても異なり得る。
例えば、界面活性剤としてＥＯとＰＯとのブロック共重合体を用いる場合には、Ｍｗが１
０００以上のものが好ましく、２０００以上のものがより好ましく、５０００以上のもの
がさらに好ましい。
　なお、ここに開示される技術における界面活性剤として、上述したいずれかの水溶性ポ
リマーと同様の化学構造であってＭｗが１×１０４未満のものを使用することも可能であ
る。したがって、ここに開示される研磨用組成物は、例えば水溶性ポリマーＡとしてポリ
ビニルアルコールを用いる場合、水溶性ポリマーＡとしてのＭｗ１×１０４以上のポリビ
ニルアルコールと、界面活性剤としてのＭｗ１×１０４未満のポリビニルアルコールとを
併用し、さらにＭｗ１×１０４以上の水溶性ポリマーＢを含む態様で実施されてもよい。
【００７４】
　ここに開示される研磨用組成物が界面活性剤を含む場合、その含有量は、本発明の効果
を著しく阻害しない範囲であれば特に制限はない。通常は、洗浄性等の観点から、砥粒１
００質量部に対する界面活性剤の含有量を２０質量部以下とすることが適当であり、１５
質量部以下が好ましく、１０質量部以下（例えば６質量部以下）がより好ましい。界面活
性剤の使用効果をよりよく発揮させる観点から、砥粒１００質量部に対する界面活性剤含
有量は、０．００１質量部以上が適当であり、０．００５質量部以上が好ましく、０．０
１質量部以上（例えば０．０５質量部以上、典型的には０．１質量部以上）がより好まし
い。
　また、水溶性ポリマーの含有量Ｗ１と界面活性剤の含有量Ｗ２との質量比（Ｗ１／Ｗ２
）は特に制限されないが、通常、０．０１～２００の範囲とすることが適当であり、例え
ば０．１～１００の範囲とすることが好ましい。好ましい一態様において、（Ｗ１／Ｗ２
）は、例えば０．０１～２０の範囲とすることができ、０．０５～１５の範囲が好ましく
、０．１～１０の範囲がより好ましい。
【００７５】
　　＜その他の成分＞
　ここに開示される研磨用組成物は、本発明の効果が著しく妨げられない範囲で、キレー
ト剤、有機酸、有機酸塩、無機酸、無機酸塩、防腐剤、防カビ剤等の、研磨用組成物（典
型的には、シリコンウエハのファイナルポリシングに用いられる研磨用組成物）に用いら
れ得る公知の添加剤を、必要に応じてさらに含有してもよい。
【００７６】
　キレート剤の例としては、アミノカルボン酸系キレート剤および有機ホスホン酸系キレ
ート剤が挙げられる。アミノカルボン酸系キレート剤の例には、エチレンジアミン四酢酸
、エチレンジアミン四酢酸ナトリウム、ニトリロ三酢酸、ニトリロ三酢酸ナトリウム、ニ
トリロ三酢酸アンモニウム、ヒドロキシエチルエチレンジアミン三酢酸、ヒドロキシエチ
ルエチレンジアミン三酢酸ナトリウム、ジエチレントリアミン五酢酸、ジエチレントリア
ミン五酢酸ナトリウム、トリエチレンテトラミン六酢酸およびトリエチレンテトラミン六
酢酸ナトリウムが含まれる。有機ホスホン酸系キレート剤の例には、２－アミノエチルホ
スホン酸、１－ヒドロキシエチリデン－１，１－ジホスホン酸、アミノトリ（メチレンホ
スホン酸）、エチレンジアミンテトラキス（メチレンホスホン酸）、ジエチレントリアミ
ンペンタ（メチレンホスホン酸）、エタン－１，１－ジホスホン酸、エタン－１，１，２
－トリホスホン酸、エタン－１－ヒドロキシ－１，１－ジホスホン酸、エタン－１－ヒド
ロキシ－１，１，２－トリホスホン酸、エタン－１，２－ジカルボキシ－１，２－ジホス
ホン酸、メタンヒドロキシホスホン酸、２－ホスホノブタン－１，２－ジカルボン酸、１
－ホスホノブタン－２，３，４－トリカルボン酸およびα－メチルホスホノコハク酸が含
まれる。これらのうち有機ホスホン酸系キレート剤がより好ましく、なかでも好ましいも
のとしてエチレンジアミンテトラキス（メチレンホスホン酸）およびジエチレントリアミ
ンペンタ（メチレンホスホン酸）が挙げられる。特に好ましいキレート剤として、エチレ
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ンジアミンテトラキス（メチレンホスホン酸）が挙げられる。
【００７７】
　有機酸の例としては、ギ酸、酢酸、プロピオン酸等の脂肪酸、安息香酸、フタル酸等の
芳香族カルボン酸、クエン酸、シュウ酸、酒石酸、リンゴ酸、マレイン酸、フマル酸、コ
ハク酸、有機スルホン酸、有機ホスホン酸等が挙げられる。有機酸塩の例としては、有機
酸のアルカリ金属塩（ナトリウム塩、カリウム塩等）やアンモニウム塩等が挙げられる。
無機酸の例としては、硫酸、硝酸、塩酸、炭酸等が挙げられる。無機酸塩の例としては、
無機酸のアルカリ金属塩（ナトリウム塩、カリウム塩等）やアンモニウム塩が挙げられる
。有機酸およびその塩、ならびに無機酸およびその塩は、１種を単独でまたは２種以上を
組み合わせて用いることができる。
　防腐剤および防カビ剤の例としては、イソチアゾリン系化合物、パラオキシ安息香酸エ
ステル類、フェノキシエタノール等が挙げられる。
【００７８】
　＜用途＞
　ここに開示される研磨用組成物は、種々の材質および形状を有する研磨対象物の研磨に
適用され得る。研磨対象物の材質は、例えば、シリコン、アルミニウム、ニッケル、タン
グステン、銅、タンタル、チタン、ステンレス鋼等の金属もしくは半金属、またはこれら
の合金；石英ガラス、アルミノシリケートガラス、ガラス状カーボン等のガラス状物質；
アルミナ、シリカ、サファイア、窒化ケイ素、窒化タンタル、炭化チタン等のセラミック
材料；炭化ケイ素、窒化ガリウム、ヒ化ガリウム等の化合物半導体基板材料；ポリイミド
樹脂等の樹脂材料；等であり得る。これらのうち複数の材質により構成された研磨対象物
であってもよい。なかでも、シリコンからなる表面を備えた研磨対象物の研磨に好適であ
る。ここに開示される技術は、例えば、砥粒としてシリカ粒子を含む研磨用組成物（典型
的には、砥粒としてシリカ粒子のみを含む研磨用組成物）であって、研磨対象物がシリコ
ンである研磨用組成物に対して特に好ましく適用され得る。
　研磨対象物の形状は特に制限されない。ここに開示される研磨用組成物は、例えば、板
状や多面体状等の、平面を有する研磨対象物の研磨に好ましく適用され得る。
【００７９】
　ここに開示される研磨用組成物は、研磨対象物のファイナルポリシングに好ましく使用
され得る。したがって、この明細書によると、上記研磨用組成物を用いたファイナルポリ
シング工程を含む研磨物の製造方法（例えば、シリコンウエハの製造方法）が提供される
。なお、ファイナルポリシングとは、目的物の製造プロセスにおける最後のポリシング工
程（すなわち、その工程の後にはさらなるポリシングを行わない工程）を指す。ここに開
示される研磨用組成物は、また、ファイナルポリシングよりも上流のポリシング工程（粗
研磨工程と最終研磨工程との間の工程を指す。典型的には少なくとも１次ポリシング工程
を含み、さらに２次、３次・・・等のポリシング工程を含み得る。）、例えばファイナル
ポリシングの直前に行われるポリシング工程に用いられてもよい。
【００８０】
　ここに開示される研磨用組成物は、シリコンウエハの研磨に特に好ましく使用され得る
。例えば、シリコンウエハのファイナルポリシングまたはそれよりも上流のポリシング工
程に用いられる研磨用組成物として好適である。例えば、上流の工程によって表面粗さ０
．０１ｎｍ～１００ｎｍの表面状態に調製されたシリコンウエハのポリシング（典型的に
はファイナルポリシングまたはその直前のポリシング）への適用が効果的である。ファイ
ナルポリシングへの適用が特に好ましい。
【００８１】
　＜研磨液＞
　ここに開示される研磨用組成物は、典型的には該研磨用組成物を含む研磨液の形態で研
磨対象物に供給されて、その研磨対象物の研磨に用いられる。上記研磨液は、例えば、こ
こに開示されるいずれかの研磨用組成物を希釈（典型的には、水により希釈）して調製さ
れたものであり得る。あるいは、該研磨用組成物をそのまま研磨液として使用してもよい
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。すなわち、ここに開示される技術における研磨用組成物の概念には、研磨対象物に供給
されて該研磨対象物の研磨に用いられる研磨液（ワーキングスラリー）と、希釈して研磨
液として用いられる濃縮液（研磨液の原液）との双方が包含される。ここに開示される研
磨用組成物を含む研磨液の他の例として、該組成物のｐＨを調整してなる研磨液が挙げら
れる。
【００８２】
　研磨液における砥粒の含有量は特に制限されないが、典型的には０．０１質量％以上で
あり、０．０５質量％以上であることが好ましく、より好ましくは０．１質量％以上、例
えば０．１５質量％以上である。砥粒の含有量の増大によって、より高い研磨速度が実現
され得る。よりヘイズの低い表面を実現する観点から、通常は、上記含有量は１０質量％
以下が適当であり、好ましくは７質量％以下、より好ましくは５質量％以下、さらに好ま
しくは２質量％以下、例えば１質量％以下である。
【００８３】
　研磨液における水溶性ポリマーの含有量は特に制限されず、例えば１×１０－４質量％
以上とすることができる。ヘイズ低減等の観点から、好ましい含有量は５×１０－４質量
％以上であり、より好ましくは１×１０－３質量％以上、例えば２×１０－３質量％以上
である。また、研磨速度等の観点から、上記含有量を０．２質量％以下とすることが好ま
しく、０．１質量％以下（例えば０．０５質量％以下）とすることがより好ましい。
【００８４】
　界面活性剤を使用する場合、研磨液における界面活性剤の含有量は特に制限されない。
通常は、上記含有量を１×１０－５質量％以上（例えば１×１０－４質量％以上）とする
ことが適当である。ヘイズ低減等の観点から、好ましい含有量は５×１０－５質量％以上
（例えば５×１０－４質量％以上）であり、より好ましくは１×１０－３質量％以上、例
えば２×１０－３質量％以上である。また、洗浄性や研磨速度等の観点から、上記含有量
は０．２質量％以下が好ましく、０．１質量％以下（例えば０．０５質量％以下）がより
好ましい。
【００８５】
　塩基性化合物を使用する場合、研磨液における塩基性化合物の含有量は特に制限されな
い。研磨速度向上等の観点から、通常は、その含有量を研磨液の０．００１質量％以上と
することが好ましく、０．００５質量％以上とすることがより好ましい。また、ヘイズ低
減等の観点から、上記含有量を０．４質量％未満とすることが好ましく、０．２５質量％
未満とすることがより好ましい。
【００８６】
　研磨液のｐＨは特に制限されない。例えば、ｐＨ８．０～１２．０が好ましく、９．０
～１１．０がより好ましい。かかるｐＨの研磨液となるように塩基性化合物を含有させる
ことが好ましい。上記ｐＨは、例えば、シリコンウエハの研磨に用いられる研磨液（例え
ばファイナルポリシング用の研磨液）に好ましく適用され得る。
【００８７】
　＜研磨用組成物の調製＞
　ここに開示される研磨用組成物の製造方法は特に限定されない。例えば、翼式攪拌機、
超音波分散機、ホモミキサー等の周知の混合装置を用いて、研磨用組成物に含まれる各成
分を混合するとよい。これらの成分を混合する態様は特に限定されず、例えば全成分を一
度に混合してもよく、適宜設定した順序で混合してもよい。
【００８８】
　特に限定するものではないが、塩基性化合物を含む組成の研磨用組成物については、よ
り凝集の少ない研磨用組成物を安定して（再現性よく）製造する観点から、例えば、砥粒
（例えばシリカ粒子）と塩基性化合物と水とを含む分散液（以下「塩基性砥粒分散液」と
もいう。）を用意し、この塩基性砥粒分散液と水溶性ポリマーとを混合する製造方法を好
ましく採用することができる。
【００８９】
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　このように砥粒と塩基性化合物とが共存している塩基性砥粒分散液は、上記塩基性化合
物により上記砥粒の静電反撥が強められているので、塩基性化合物を含まない（典型的に
はほぼ中性の）砥粒分散液に比べて砥粒の分散安定性が高い。このため、中性の砥粒分散
液に水溶性ポリマーを加えた後に塩基性化合物を加える態様や、中性の砥粒分散液と水溶
性ポリマーと塩基性化合物とを一度に混合する態様に比べて、砥粒の局所的な凝集が生じ
にくい。このことは、研磨用組成物の濾過性向上や研磨後の表面における欠陥低減等の観
点から好ましい。
【００９０】
　なお、上記水溶性ポリマーは、あらかじめ水に溶解した水溶液（以下「ポリマー水溶液
」ともいう。）の形態で塩基性砥粒分散液と混合することが好ましい。このことによって
、砥粒の局所的な凝集がよりよく抑制され得る。
　塩基性砥粒分散液とポリマー水溶液とを混合する際には、塩基性砥粒分散液に対してポ
リマー水溶液を添加することが好ましい。かかる混合方法によると、例えばポリマー水溶
液に対して塩基性砥粒分散液を添加する混合方法に比べて、砥粒の局所的な凝集をよりよ
く防止することができる。砥粒がシリカ粒子（例えばコロイダルシリカ粒子）である場合
には、上記のように塩基性砥粒分散液に対してポリマー水溶液を添加する混合方法を採用
することが特に有意義である。
【００９１】
　上記塩基性砥粒分散液は、製造目的たる研磨用組成物を構成する砥粒、水溶性ポリマー
、塩基性化合物および水のうち、砥粒の少なくとも一部と、塩基性化合物の少なくとも一
部と、水の少なくとも一部とを含有する。例えば、上記砥粒分散液が、研磨用組成物を構
成する砥粒の全部と、塩基性化合物の少なくとも一部と、水の少なくとも一部とを含有す
る態様を好ましく採用し得る。
【００９２】
　塩基性砥粒分散液中における塩基性化合物の含有量は、好ましくは０．０１質量％以上
、より好ましくは０．０５質量％以上、さらに好ましくは０．１質量％以上である。塩基
性化合物の含有量の増加によって、研磨用組成物の調製時における局所的な凝集の発生が
よりよく抑制される傾向となる。また、塩基性砥粒分散液中における塩基性化合物の含有
量は、好ましくは１０質量％以下、より好ましくは５質量％以下、さらに好ましくは３質
量％以下である。塩基性化合物の含有量の低下によって、研磨用組成物中における塩基性
化合物の含有量の調整が容易となる。
【００９３】
　塩基性砥粒分散液のｐＨは、８以上が好ましく、より好ましくは９以上である。ｐＨの
上昇によって、この塩基性砥粒分散液に水溶性ポリマーまたはその水溶液を添加した場合
に、局所的な凝集の発生がよりよく抑制される傾向となる。塩基性砥粒分散液のｐＨは、
１２以下が好ましく、より好ましくは１１．５以下であり、さらに好ましくは１０．５以
下である。塩基性砥粒分散液のｐＨを塩基性側においてより低く設定することにより、該
分散液の調製に必要な塩基性化合物の量が少なくなるので、研磨用組成物中における塩基
性化合物の含有量の調整が容易となる。また、例えば砥粒がシリカ粒子である場合、ｐＨ
が高すぎないことはシリカの溶解を抑制する観点からも有利である。混合物のｐＨは、塩
基性化合物の配合量等により調整することができる。
【００９４】
　かかる塩基性砥粒分散液は、砥粒と塩基性化合物と水とを混合することにより調製する
ことができる。上記混合には、例えば翼式攪拌機、超音波分散機、ホモミキサー等の周知
の混合装置を用いることができる。塩基性砥粒分散液に含まれる各成分を混合する態様は
特に限定されず、例えば全成分を一度に混合してもよく、適宜設定した順序で混合しても
よい。好ましい一態様の一例として、砥粒と水とを含むほぼ中性の分散液と、塩基性化合
物またはその水溶液とを混合する態様が挙げられる。
【００９５】
　上記水溶性ポリマーを塩基性砥粒分散液に水溶液（ポリマー水溶液）の形態で混合する
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場合、そのポリマー水溶液中における水溶性ポリマーの含有量は、好ましくは０．０２質
量％以上、より好ましくは０．０５質量％以上、さらに好ましくは０．１質量％以上であ
る。水溶性ポリマーの含有量の増加によって、研磨用組成物中における水溶性ポリマーの
含有量の調整が容易となる。ポリマー水溶液中における水溶性ポリマーの含有量は、好ま
しくは１０質量％以下、より好ましくは５質量％以下、さらに好ましくは３質量％以下で
ある。水溶性ポリマーの含有量の減少によって、このポリマー水溶液を塩基性砥粒分散液
と混合する際に、砥粒の局所的な凝集がよりよく抑制される傾向となる。
【００９６】
　上記ポリマー水溶液のｐＨは特に限定されず、例えばｐＨ２～１１に調整され得る。上
記ポリマー水溶液は、好ましくは中性付近から塩基性付近の液性に調整され、より好まし
くは塩基性に調整される。より具体的には、ポリマー水溶液のｐＨは、８以上が好ましく
、より好ましくは９以上である。ｐＨ調整は、典型的には、研磨用組成物を構成する塩基
性化合物の一部を用いて行うことができる。ポリマー水溶液のｐＨの上昇によって、塩基
性砥粒分散液にポリマー水溶液を添加した場合に、砥粒の局所的な凝集がよりよく抑制さ
れ得る。ポリマー水溶液のｐＨは、１２以下が好ましく、より好ましくは１０．５以下で
ある。ポリマー水溶液のｐＨが塩基性側において低くなると、該ポリマー水溶液の調製に
必要な塩基性化合物の量が少なくなるため、研磨用組成物中における塩基性化合物の含有
量の調整が容易となる。また、例えば砥粒がシリカ粒子である場合、ｐＨが高すぎないこ
とはシリカの溶解を抑制する観点からも有利である。
【００９７】
　塩基性砥粒分散液にポリマー水溶液を投入する際の速度（供給レート）は、該分散液１
Ｌに対してポリマー水溶液５００ｍＬ／分以下とすることが好ましく、より好ましくは１
００ｍＬ／分以下、さらに好ましくは５０ｍＬ／分以下である。投入速度の減少によって
、砥粒の局所的な凝集をよりよく抑制することができる。
【００９８】
　好ましい一態様において、ポリマー水溶液は、塩基性砥粒分散液に投入する前に濾過す
ることができる。ポリマー水溶液を濾過することにより、該ポリマー水溶液中に含まれる
異物や凝集物の量をさらに低減することができる。
【００９９】
　濾過の方法は特に限定されず、例えば、常圧で行う自然濾過の他、吸引濾過、加圧濾過
、遠心濾過等の公知の濾過方法を適宜採用することができる。濾過に用いるフィルタは、
目開きを基準に選択されることが好ましい。研磨用組成物の生産効率の観点から、フィル
タの目開きは、０．０５μｍ以上が好ましく、より好ましくは０．１μｍ以上、さらに好
ましくは０．２μｍである。また、異物や凝集物の除去効果を高める観点から、フィルタ
の目開きは、１００μｍ以下が好ましく、より好ましくは７０μｍ以下、さらに好ましく
は５０μｍ以下である。フィルタの材質や構造は特に限定されない。フィルタの材質とし
ては、例えば、セルロース、ナイロン、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリプロ
ピレン、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリカーボネート、ガラス等が挙げ
られる。フィルタの構造としては、例えばデプス、プリーツ、メンブレン等が挙げられる
。
【０１００】
　上記で説明した研磨用組成物製造方法は、塩基性砥粒分散液と水溶性ポリマーまたはそ
の水溶液とを混合して得られる研磨用組成物が研磨液（ワーキングスラリー）またはこれ
とほぼ同じＮＶである場合にも、後述する濃縮液である場合にも好ましく適用され得る。
【０１０１】
　＜研磨＞
　ここに開示される研磨用組成物は、例えば以下の操作を含む態様で、研磨対象物の研磨
に好適に使用することができる。以下、ここに開示される研磨用組成物を用いて研磨対象
物を研磨する方法の好適な一態様につき説明する。
　すなわち、ここに開示されるいずれかの研磨用組成物を含む研磨液（典型的にはスラリ
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ー状の研磨液であり、研磨スラリーと称されることもある。）を用意する。上記研磨液を
用意することには、上述のように、研磨用組成物に濃度調整（例えば希釈）、ｐＨ調整等
の操作を加えて研磨液を調製することが含まれ得る。あるいは、研磨用組成物をそのまま
研磨液として使用してもよい。
【０１０２】
　次いで、その研磨液を研磨対象物に供給し、常法により研磨する。例えば、シリコンウ
エハのファイナルポリシングを行う場合には、ラッピング工程および１次ポリシング工程
を経たシリコンウエハを一般的な研磨装置にセットし、該研磨装置の研磨パッドを通じて
上記シリコンウエハの表面（研磨対象面）に研磨液を供給する。典型的には、上記研磨液
を連続的に供給しつつ、シリコンウエハの表面に研磨パッドを押しつけて両者を相対的に
移動（例えば回転移動）させる。かかる研磨工程を経て研磨対象物の研磨が完了する。
【０１０３】
　上述のような研磨工程は、研磨物（例えば、シリコンウエハ等の基板）の製造プロセス
の一部であり得る。したがって、この明細書によると、上記研磨工程を含む研磨物の製造
方法（好適には、シリコンウエハの製造方法）が提供される。
【０１０４】
　なお、ここに開示される研磨用組成物を含む研磨液を用いた研磨工程で使用される研磨
パッドは、特に限定されない。例えば、不織布タイプ、スウェードタイプ、砥粒を含むも
の、砥粒を含まないもの等のいずれを用いてもよい。
【０１０５】
　＜洗浄＞
　ここに開示される研磨用組成物を用いて研磨された研磨物は、典型的には、研磨後に洗
浄される。この洗浄は、適当な洗浄液を用いて行うことができる。使用する洗浄液は特に
限定されず、例えば、半導体等の分野において一般的なＳＣ－１洗浄液（水酸化アンモニ
ウム（ＮＨ４ＯＨ）と過酸化水素（Ｈ２Ｏ２）と水（Ｈ２Ｏ）との混合液。以下、ＳＣ－
１洗浄液を用いて洗浄することを「ＳＣ－１洗浄」という。）、ＳＣ－２洗浄液（ＨＣｌ
とＨ２Ｏ２とＨ２Ｏとの混合液。）等を用いることができる。洗浄液の温度は、例えば常
温～９０℃程度とすることができる。洗浄効果を向上させる観点から、５０℃～８５℃程
度の洗浄液を好ましく使用し得る。
【０１０６】
　＜濃縮液＞
　ここに開示される研磨用組成物は、研磨対象物に供給される前には濃縮された形態（す
なわち、研磨液の濃縮液の形態）であってもよい。このように濃縮された形態の研磨用組
成物は、製造、流通、保存等の際における利便性やコスト低減等の観点から有利である。
濃縮倍率は、例えば、体積換算で２倍～１００倍程度とすることができ、通常は５倍～５
０倍程度が適当である。好ましい一態様に係る研磨用組成物の濃縮倍率は１０倍～４０倍
であり、例えば１５倍～２５倍である。
【０１０７】
　このように濃縮液の形態にある研磨用組成物は、所望のタイミングで希釈して研磨液を
調製し、その研磨液を研磨対象物に供給する態様で使用することができる。上記希釈は、
典型的には、上記濃縮液に前述の水系溶媒を加えて混合することにより行うことができる
。また、上記水系溶媒が混合溶媒である場合、該水系溶媒の構成成分のうち一部の成分の
みを加えてもよく、それらの構成成分を上記水系溶媒とは異なる量比で含む混合溶媒を加
えて希釈してもよい。
【０１０８】
　上記濃縮液のＮＶは、例えば５０質量％以下とすることができる。研磨用組成物の安定
性（例えば、砥粒の分散安定性）や濾過性等の観点から、通常、濃縮液のＮＶは、４０質
量％以下とすることが適当であり、３０質量％以下が好ましく、より好ましくは２０質量
％以下、例えば１５質量％以下である。また、製造、流通、保存等の際における利便性や
コスト低減等の観点から、濃縮液のＮＶは、０．５質量％以上とすることが適当であり、
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好ましくは１質量％以上、より好ましくは３質量％以上、例えば５質量％以上である。
【０１０９】
　上記濃縮液における砥粒の含有量は、例えば５０質量％以下とすることができる。研磨
用組成物の安定性（例えば、砥粒の分散安定性）や濾過性等の観点から、通常、上記含有
量は、好ましくは４５質量％以下であり、より好ましくは４０質量％以下である。好まし
い一態様において、砥粒の含有量を３０質量％以下としてもよく、２０質量％以下（例え
ば１５質量％以下）としてもよい。また、製造、流通、保存等の際における利便性やコス
ト低減等の観点から、砥粒の含有量は、例えば０．５質量％以上とすることができ、好ま
しくは１質量％以上、より好ましくは３質量％以上（例えば５質量％以上）である。
【０１１０】
　上記濃縮液における水溶性ポリマーの含有量は、例えば３質量％以下とすることができ
る。研磨用組成物の濾過性や洗浄性等の観点から、通常、上記含有量は、好ましくは１質
量％以下であり、より好ましくは０．５質量％以下である。また、上記含有量は、製造、
流通、保存等の際における利便性やコスト低減等の観点から、通常は１×１０－３質量％
以上であることが適当であり、好ましくは５×１０－３質量％以上、より好ましくは１×
１０－２質量％以上である。
【０１１１】
　ここに開示される研磨用組成物は、一剤型であってもよく、二剤型を始めとする多剤型
であってもよい。例えば、該研磨用組成物の構成成分（典型的には、水系溶媒以外の成分
）のうち一部の成分を含むＡ液と、残りの成分を含むＢ液とが混合されて研磨対象物の研
磨に用いられるように構成されていてもよい。ここに開示される技術は、例えば、一剤型
の研磨用組成物の形態で好ましく実施され得る。
【０１１２】
　以下、本発明に関するいくつかの実施例を説明するが、本発明をかかる実施例に示すも
のに限定することを意図したものではない。なお、以下の説明において「部」および「％
」は、特に断りがない限り質量基準である。
【０１１３】
　＜吸着比の測定（１）＞
　重量平均分子量（Ｍｗ）が１．３×１０４のポリビニルアルコール（けん化度９５モル
％以上；以下「ＰＶＡ－Ａ」と表記）、アンモニア水（濃度２９％）および脱イオン水を
混合して、ＰＶＡ－Ａを０．０１８％、アンモニア（ＮＨ３）を０．０１％の濃度で含み
、残部が水からなる試験液Ｌ０を調製した。その試験液Ｌ０について、島津製作所社製の
全有機体炭素計（燃焼触媒酸化方式、型式「ＴＯＣ－５０００Ａ」）を用いて全有機炭素
量（ＴＯＣ）を測定した。
　一方、後述する実施例１～８，１１，１２および比較例１～４で用いたものと同じ砥粒
、ＰＶＡ－Ａ、アンモニア水（濃度２９％）および脱イオン水を混合して、上記砥粒を０
．１８％、ＰＶＡ－Ａを０．０１８％、アンモニア（ＮＨ３）を０．０１％の濃度で含み
、残部が水からなる試験液Ｌ１を調製した。その試験液Ｌ１に対し、ベックマン・コール
ター社製の遠心分離器、型式「Ａｖａｎｔｉ　ＨＰ－３０Ｉ」を用いて２００００ｒｐｍ
の回転数で３０分間の遠心分離処理を行った。上記遠心分離処理後の上澄み液を回収し、
その上澄み液のＴＯＣを上記全有機体炭素計を用いて計測した。上記試験液Ｌ０のＴＯＣ
値および上記試験液Ｌ１の上澄み液のＴＯＣ値からＰＶＡ－Ａの吸着比を算出したところ
、ほぼ０％であった。
【０１１４】
　ＰＶＡ－Ａに代えて、Ｍｗが２．２×１０４のポリビニルアルコール（けん化度９５モ
ル％以上；以下「ＰＶＡ－Ｂ」と表記）、Ｍｗが７．５×１０４のポリビニルアルコール
（けん化度９５モル％以上；以下「ＰＶＡ－Ｃ」と表記）およびＭｗが１．３×１０４の
ポリビニルアルコール（ビニルアルコール単位８０モル％、ヘキサン酸ビニル単位２０モ
ル％；以下「ＰＶＡ－Ｄ」と表記）をそれぞれ使用して、同様に吸着比を算出した。その
結果、ＰＶＡ－Ｂ、ＰＶＡ－ＣおよびＰＶＡ－Ｄのいずれについても吸着比はほぼ０％で
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あった。
【０１１５】
　ＰＶＡ－Ａに代えて、Ｍｗが４．５×１０４のポリアクリロイルモルホリン（以下「Ｐ
ＡＣＭＯ－Ａ」と表記）、Ｍｗが１５×１０４のポリアクリロイルモルホリン（以下「Ｐ
ＡＣＭＯ－Ｂ」と表記）、Ｍｗが３５×１０４のポリアクリロイルモルホリン（以下「Ｐ
ＡＣＭＯ－Ｃ」と表記）、Ｍｗが６．０×１０４のポリイソプロピルアクリルアミド（以
下「ＰＮＩＰＡＭ」と表記）、Ｍｗが４．５×１０４のポリビニルピロリドン（以下「Ｐ
ＶＰ－Ａ」と表記）およびＭｗが６．０×１０４のポリビニルピロリドン（以下「ＰＶＰ
－Ｂ」と表記）をそれぞれ使用して、同様に吸着比を算出した。その結果、ＰＡＣＭＯ－
Ａの吸着比は１５％、ＰＡＣＭＯ－Ｂの吸着比は２０％、ＰＡＣＭＯ－Ｃの吸着比は３０
％、ＰＮＩＰＡＭの吸着率は３５％、ＰＶＰ－Ａの吸着比は９０％、ＰＶＰ－Ｂの吸着比
は９０％であった。
【０１１６】
　＜吸着比の測定（２）＞
　試験液Ｌ１の調製において後述する実施例９，１０で用いたものと同じ砥粒を使用した
他は上記吸着比の測定（１）と同様にして、ＰＶＡ－Ｄ，Ｍｗが０．３×１０４のポリビ
ニルアルコール（ビニルアルコール単位８０モル％、ヘキサン酸ビニル単位２０モル％；
以下「ＰＶＡ－Ｅ」と表記）およびＰＶＰ－Ａの吸着比を測定した。その結果、ＰＶＡ－
ＤおよびＰＶＡ－Ｅの吸着比はほぼ０％であり、ＰＶＰ－Ａの吸着比は９０％であった。
【０１１７】
　＜研磨用組成物の調製＞
　　（実施例１）
　砥粒、水溶性ポリマー、アンモニア水（濃度２９％）および脱イオン水を混合して、研
磨用組成物の濃縮液を得た。この濃縮液を脱イオン水で２０倍に希釈して、実施例１に係
る研磨用組成物を調製した。
　砥粒としては、平均一次粒子径２５ｎｍ、平均二次粒子径４６ｎｍのコロイダルシリカ
を使用した。上記平均一次粒子径は、マイクロメリテックス社製の表面積測定装置、商品
名「Ｆｌｏｗ　Ｓｏｒｂ　ＩＩ　２３００」を用いて測定されたものである。また、上記
平均二次粒子径は、日機装株式会社製の型式「ＵＰＡ－ＵＴ１５１」を用いて測定された
体積平均二次粒子径である（以下の例において同じ。）。
　水溶性ポリマーとしてはＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭＯ－Ａとを５０：５０の質量比で使用し
た。
　砥粒、水溶性ポリマーおよびアンモニア水の使用量は、研磨用組成物中における砥粒の
含有量が０．１８％となり、水溶性ポリマーの含有量（ＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭＯ－Ａとの
合計量）が０．０１８％となり、アンモニア（ＮＨ３）の含有量が０．０１％となる量と
した。この研磨用組成物のｐＨは１０．２であった。
【０１１８】
　　（実施例２）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭＯ－Ａとを３０：７０の質量比で使用した
他は実施例１と同様にして、実施例２に係る研磨用組成物を調製した。
【０１１９】
　　（実施例３）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭＯ－Ａとを２５：７５の質量比で使用した
他は実施例１と同様にして、実施例３に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２０】
　　（実施例４）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭＯ－Ａとを７５：２５の質量比で使用した
他は実施例１と同様にして、実施例４に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２１】
　　（実施例５）
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　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＢとＰＮＩＰＡＭとを５０：５０の質量比で使用した他
は実施例１と同様にして、実施例５に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２２】
　　（実施例６）
　本例では、砥粒、水溶性ポリマーおよびアンモニア水の使用量を、研磨用組成物中にお
ける砥粒の含有量が０．０９％となり、水溶性ポリマーの含有量（ＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭ
Ｏ－Ａとの合計量）が０．０１０％となり、アンモニア（ＮＨ３）の含有量が０．００５
％となる量とした。その他の点は実施例１と同様にして、実施例６に係る研磨用組成物を
調製した。
【０１２３】
　　（実施例７）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＤとＰＡＣＭＯ－Ａとを５０：５０の質量比で使用した
他は実施例６と同様にして、実施例７に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２４】
　　（実施例８）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＤとＰＶＰ－Ａとを５０：５０の質量比で使用した他は
実施例６と同様にして、実施例８に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２５】
　　（実施例９）
　本例では、砥粒として、平均一次粒子径３５ｎｍ、平均二次粒子径６６ｎｍのコロイダ
ルシリカを使用した。水溶性ポリマーとしては、ＰＶＡ－ＤとＰＶＰ－Ａとを３０：７０
の質量比で使用した。砥粒、水溶性ポリマーおよびアンモニア水の使用量は、研磨用組成
物中における砥粒の含有量が０．５０％となり、水溶性ポリマーの含有量（ＰＶＡ－Ｄと
ＰＶＰ－Ａとの合計量）が０．００８％となり、アンモニア（ＮＨ３）の含有量が０．０
１％となる量とした。その他の点は実施例１と同様にして、実施例９に係る研磨用組成物
を調製した。
【０１２６】
　　（実施例１０）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＥとＰＶＰ－Ａとを３０：７０の質量比で使用した他は
実施例９と同様にして、実施例１０に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２７】
　　（実施例１１）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭＯ－Ｂとを５０：５０の質量比で使用した
他は実施例６と同様にして、実施例１１に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２８】
　　（実施例１２）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＡとＰＡＣＭＯ－Ｃとを５０：５０の質量比で使用した
他は実施例６と同様にして、実施例１２に係る研磨用組成物を調製した。
【０１２９】
　　（比較例１）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－Ａを単独で使用した他は実施例１と同様にして、比較例
１に係る研磨用組成物を調製した。
【０１３０】
　　（比較例２）
　水溶性ポリマーとしてＰＡＣＭＯ－Ａを単独で使用した他は実施例１と同様にして、比
較例２に係る研磨用組成物を調製した。
【０１３１】
　　（比較例３）
　水溶性ポリマーとしてＰＶＡ－ＢとＰＶＡ－Ｃとを５０：５０の質量比で使用した他は
実施例１と同様にして、比較例３に係る研磨用組成物を調製した。
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【０１３２】
　　（比較例４）
　水溶性ポリマーとしてＰＡＣＭＯ－ＡとＰＶＰ－Ｂとを５０：５０の質量比で使用した
他は実施例１と同様にして、比較例４に係る研磨用組成物を調製した。
【０１３３】
　＜シリコンウエハの研磨＞
　各例に係る研磨用組成物をそのまま研磨液として使用して、シリコンウエハの表面を下
記の条件で研磨した。シリコンウエハとしては、直径が３００ｍｍ、伝導型がＰ型、結晶
方位が＜１００＞、抵抗率が０．１Ω・ｃｍ以上１００Ω・ｃｍ未満であるものを、研磨
スラリー（株式会社フジミインコーポレーテッド製、商品名「ＧＬＡＮＺＯＸ　２１００
」）を用いて予備研磨を行うことにより表面粗さ０．１ｎｍ～１０ｎｍに調整して使用し
た。
【０１３４】
　　［研磨条件］
　研磨機：株式会社岡本工作機械製作所製の枚葉研磨機、型式「ＰＮＸ－３３２Ｂ」
　研磨テーブル：上記研磨機の有する３テーブルのうち後段の２テーブルを用いて、予備
研磨後のファイナル研磨１段目および２段目を実施した。
　（以下の条件は各テーブル同一である。）
　研磨荷重：１５ｋＰａ
　定盤回転数：３０ｒｐｍ
　ヘッド回転数：３０ｒｐｍ
　研磨時間：２分
　研磨液の温度：２０℃
　研磨液の供給速度：２．０リットル／分（掛け流し使用）
【０１３５】
　＜洗浄＞
　研磨後のシリコンウエハを、ＮＨ４ＯＨ（２９％）：Ｈ２Ｏ２（３１％）：脱イオン水
（ＤＩＷ）＝１：３：３０（体積比）の洗浄液を用いて洗浄した（ＳＣ－１洗浄）。より
具体的には、周波数９５０ｋＨｚの超音波発振器を取り付けた洗浄槽を２つ用意し、それ
ら第１および第２の洗浄槽の各々に上記洗浄液を収容して６０℃に保持し、研磨後のシリ
コンウエハを第１の洗浄槽に６分、その後超純水と超音波によるリンス槽を経て、第２の
洗浄槽に６分、それぞれ上記超音波発振器を作動させた状態で浸漬した。
【０１３６】
　＜微小パーティクル数評価＞
　ケーエルエー・テンコール社製のウエハ検査装置、商品名「Ｓｕｒｆｓｃａｎ　ＳＰ２
」を用いて、洗浄後の直径３００ｍｍのシリコンウエハ表面に存在する３７ｎｍ以上の大
きさのパーティクルの個数（ＬＰＤ数）をカウントした。得られた結果を、比較例１のＬ
ＰＤ数を１００％とする相対値に換算して表１に示した。
【０１３７】
　＜ヘイズ測定＞
　洗浄後のシリコンウエハ表面につき、ケーエルエー・テンコール社製のウエハ検査装置
、商品名「Ｓｕｒｆｓｃａｎ　ＳＰ２」を用いて、ＤＷＯモードでヘイズ（ｐｐｍ）を測
定した。得られた結果を、比較例１のヘイズ値を１００％とする相対値に換算して表１に
示した。
【０１３８】
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【表１】

【０１３９】
　表１に示されるように、水溶性ポリマーとしてポリマーＡとポリマーＢとを組み合わせ
て用いた実施例１～１２の研磨用組成物は、１種類のポリマーＡを単独で使用した比較例
１および１種類のポリマーＢを単独で使用した比較例２に比べて、ＬＰＤ数低減およびヘ
イズ低減のいずれの効果にも優れたものであった。ポリマーＢのＭｗがポリマーＡのＭｗ
の３倍以上である実施例１～４および実施例６～１２の研磨用組成物では特に良好な結果
が得られた。
　これに対して、水溶性ポリマーとしてポリマーＡに該当するもののみを２種組み合わせ
て用いた比較例３およびポリマーＢに該当するもののみを２種組み合わせて用いた比較例
４では、実施例１～１２とは異なり、水溶性ポリマーの組合せによるＬＰＤ数およびヘイ
ズの低減効果は認められなかった。
【０１４０】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、特許請求の範囲を
限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々
に変形、変更したものが含まれる。
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